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はしがき 
 
 
電気通信事業において昭和６０年に競争が導入されて以来、平成９年の接続ルー
ルの整備と強化、平成１１年の日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ」という。）
の再編等、累次の競争促進策が実施されてきた。その中で、情報通信分野におい
て料金の低廉化とサービスの多様化が着実に進められ、その恵沢が利用者に還元
されてきている。 
 
インターネットの拡大に伴い、我が国では更に、高度情報通信ネットワーク社会
の形成に向けて、広く国民が低廉な料金で利用することができる世界最高水準の
高度情報通信ネットワークの形成が求められており、これに向かって邁進する国
家的取組が行われている。 
 
その推進にあたって必要なのは、利用者に対して様々な主体がその創意工夫によ
り情報通信の多様なサービスを提供することができるための環境作りであり、そ
のためには公正な条件による競争を確保するために競争政策を一層強化し、これ
を促進することが必須課題となっている。 
 
近年の電気通信分野においては、次のような変化が競争構造にも影響を与えつつ
ある。 
 
① 固定網において、長距離の分野を中心に展開されてきた競争が、市内の料金
競争に拡大し、更に地域のアクセス回線を含む競争の胎動が見られる。 

② 固定網を基本に展開されてきた従来からの動きに加えて移動体通信の普及拡
大が起こっている。 

③ 電話網における音声伝送を中心に展開されてきた競争構造が、ＩＰ（インタ
ーネットプロトコル）化の中で、データ伝送などのサービスを融合的に提供
する形態に変化してきている。 

④ 利用者向けのサービスの競争が激化する中で、利用者向けの提供条件と事業
者向けの提供条件との関係について公正競争条件確保の観点から問題提起が
行われてきている。 

 
電気通信サービスの提供には、相互にその設備を接続させて、サービス競争の担
い手同士でもある事業者が連携を行うことが多くの場合必要であり、殊に地域の
ネットワークとの接続は殆どの事業者にとって不可欠であるため、公正な条件に
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より円滑な接続を確保するための接続政策は、競争政策の中でも基軸をなしてい
る。 
 
環境の変化の激しい分野での競争政策は、変化に応じた見直しが常に求められる
ところであるが、接続政策においても上記①から④の潮流を踏まえた見直しが今
日的課題となっている。 
 
接続政策については電気通信事業法の一部を改正する法律（平成９年法律第９７
号）附則第１５条において同法施行後３年を目途として接続に係る制度について
検討を加え、必要な措置を講ずる旨の規定が設けられており、平成１２年１０月
１１日にこれを踏まえた接続ルールの見直しについて郵政大臣より電気通信審
議会に対して諮問が行われたことは、上述の環境変化に照らして時宜を得たもの
であった。 
 
本件については、平成１２年１２月２１日に電気通信審議会において「接続ルー
ルの見直しについて」と題した第一次答申を取りまとめており、当審議会では、
この審議を電気通信審議会より平成１３年１月１７日に引き継いで、第一次答申
で継続検討事項とされていた事項を中心に、更なる接続政策の見直し措置につい
て第二次答申として取りまとめを行った。 
 
今回の接続ルールの見直し結果は、ＩＴ（情報通信技術）時代の潮流に即した接
続政策の在り方を規定するものであり、行政当局をはじめとする関係各方面の密
接な連携、協力によって、本答申を受け、ＩＴ時代に相応しい競争政策の基盤整
備が行われることを強く期待する。 
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第Ⅰ章第Ⅰ章第Ⅰ章第Ⅰ章    接続制度の経過接続制度の経過接続制度の経過接続制度の経過    
 
１ 接続制度の創設（昭和６０年） 
 
（１）電気通信役務の提供を行うために電気通信設備を複数事業者間で円滑に

接続するための接続の制度は、電気通信分野に競争が導入された電気通信
事業法（昭和５９年１２月２５日法律第８６号）の公布・施行により創設
された。 

 
（２）当時の同法旧第３８条には第一種電気通信事業者間の接続協定について

の規定が、旧第３９条には接続命令及び接続裁定の規定が設けられており、
電気通信事業法の一部を改正する法律（昭和６２年６月２日法律第５７
号）によりこれらの対象が第二種電気通信事業者にも拡大された。 

 
（３）当時の接続に関する諸規定は、一般的な事業者間の交渉力の相違に着目し

て、優位な一方当事者によって他方当事者に著しく不利な協定が締結され
たり、接続の実質的な拒否がなされたりすることで、競争を阻害し、利用
者の利便を害することがないように、事業者間の円滑な接続の確保を行う
ことを目指したものであった。即ちこれらは所謂非対称規制を採るもので
はなく、又、事業者間の協議を前提としたものであった。 
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２ 公正有効競争条件の確保に向けた措置（平成２年から８年） 
 
（１）平成２年に到り、電気通信市場の現状が十分活性化されていないとの認識

の下に、料金の低廉化、サービスの高度化・多様化等を一層促進するため
に公正有効競争条件の整備を図るべく、当時の日本電信電話株式会社（以
下「ＮＴＴ」という。）に関して公正有効競争を促進するための「日本電
信電話株式会社法附則第二条に基づき講ずる措置」（平成２年３月３０日
決定、同年５月１８日郵政省告示第２８８号）が定められた。 

 
（２）これ以後、同措置に即して、接続の円滑化、ネットワークのオープン性の

確保等を行うために、行政指導を基本とした諸方策が順次講じられ、ボト
ルネック性のあるＮＴＴの地域網との接続に関する条件の改善が図られ
た。1 

 
（３）平成７年には「ＮＴＴ地域通信網との接続協議の手順等の明確化につい

て」（平成７年２月２３日郵電業第１６５号、同年６月３０日郵電業第４
８号）が郵政省からＮＴＴに対して発出され、接続に関する手続を整備し、
又、接続料の費用範囲について見直しを行うこと等が求められた。2 

 

                                                   
1 接続点の設置の円滑化や交換機のＩＤ化促進等を求めた「接続の円滑化について」（平成
３年３月１８日郵電業第４４号）、第二種電気通信事業者への網機能・網情報の提供等に関
する協議等について求めた「ネットワークのオープン性の確保について」（平成３年７月１
７日郵電通第７５号）、接続料の設定等について求めた「日本電信電話株式会社と長距離系
ＮＣＣとの間の接続条件等の改善について」（平成３年８月６日郵電業第７６号）、専用線
に係る接続点の設置等に関して求めた「専用サービスに係る事業者間接続条件等の改善につ
いて」（平成４年２月２１日郵電通第２３４号）及び「専用サービスに係る事業者間接続条
件について」（平成４年２月２１日郵電通第２３４号の２）、フレームリレーサービス提供
のための足回り設備との接続について求めた平成６年１０月２７日郵電通第１３４号の２、
ＮＴＴ局舎への地球局の設置（コロケーション）等におけるＮＴＴと他事業者との同等性確
保を求めた平成８年３月２２日郵電業第２７１号、その他がＮＴＴに宛てて発出された。 
2 「日本電信電話株式会社法附則第２条に基づき講ずる措置」に即して発出された接続に関
する文書については、接続ルールの整備及びＮＴＴ再編等に伴い、平成１２年９月１９日迄
に他の法令・文書に継受等の上、順次廃止された。 
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３ 接続の基本的ルールの策定（平成８年から９年） 
 
（１）フレームリレーサービスや仮想専用網（ＶＰＮ）サービスについて接続協

議が長期間難航3するなど、事業者間の紛争が相次いだ結果、ＮＴＴ地域
通信網との円滑な接続を促進する観点から、平成８年、電気通信審議会答
申「接続の基本的ルールの在り方について」（平成８年１２月９日）にお
いて、接続の義務化や不可欠設備に着目した特別なルールの整備等につい
ての提言が行われた。 

 
（２）これを受けて、電気通信事業法の一部を改正する法律（平成９年６月２０

日法律第９７号）及びこれを受けた関連法令の整備等が行われ、接続のル
ールが法的に規定された。その中で上記答申の提言事項等について、接続
の義務の法定や、不可欠設備に関する指定電気通信設備制度の創設等の措
置が行われ（表１）、平成１０年３月には指定電気通信設備であるＮＴＴ
の地域網との接続条件等を予め接続事業者に対して明示する接続約款が
初めて認可された。 

 
 
図表１ 電通審答申「接続の基本的ルールの在り方について」（平成８年１２月

９日）における提言等と措置内容 
（法令の条項番号はいずれも平成９年～１１年当時のもの） 

 第一種電気通信事業者に関する一般的な接続ルール 
接続の義務化 ・ 電気通信事業法の一部を改正する法律（平成９年６月２０日

法律第９７号）（電気通信事業法第３８条の追加） 
・ 電気通信事業法施行規則の一部を改正する省令（平成９年１
１月１３日郵政省令第８１号）（電気通信事業法施行規則第２
３条の追加） 

裁定手続の活用の容易化 ・ 電気通信事業法の一部を改正する法律（平成９年６月２０日
法律第９７号）（電気通信事業法第３９条の改正） 

指定電気通信設備を設置する第一種電気通信事業者に関する特別な接続ルール 
特別な接続ルールの適用範囲 ・ 電気通信事業法の一部を改正する法律（平成９年６月２０日

法律第９７号）（電気通信事業法第３８条の２第１項の追加） 
・ 電気通信事業法施行規則の一部を改正する省令（平成９年１
１月１３日郵政省令第８１号）（電気通信事業法施行規則第２
３条の２の追加） 

接続約款の作成等 ・ 電気通信事業法の一部を改正する法律（平成９年６月２０日

                                                   
3 日本テレコム株式会社とＮＴＴとのフレームリレーサービスに関する接続の協議は平成４
年の申入れから６年の協定締結までの２年余り、第二電電株式会社（当時）、日本テレコム
株式会社、日本高速通信株式会社（当時）とＮＴＴとのＶＰＮサービスに関する接続の協議
は平成元年の申入れから７年の協定締結までの６年弱を要した。何れの事例においても、平
成６年に協議不調のため接続命令の申立てが行われた。 
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法律第９７号）（電気通信事業法第３８条の２第２～第８、第
１０項の追加） 

・ 電気通信事業法施行規則の一部を改正する省令（平成９年１
１月１３日郵政省令第８１号）（電気通信事業法施行規則第２
３条の３、５～９の追加） 

建物・管路・電柱の提供 ・ 電気通信事業法の一部を改正する法律（平成９年６月２０日
法律第９７号）（電気通信事業法第３８条の２第３項第１号ニ
の追加） 

・ 電気通信事業法施行規則の一部を改正する省令（平成９年１
１月１３日郵政省令第８１号）（電気通信事業法施行規則第２
３条の４第３項第２号の追加） 

接続会計制度の創設 ・ 電気通信事業法の一部を改正する法律（平成９年６月２０日
法律第９７号）（電気通信事業法第３８条の２第９項の追加） 

・ 指定電気通信設備接続会計規則（平成９年１２月１９日郵政
省令第９１号） 

接続料の算定 ・ 電気通信事業法の一部を改正する法律（平成９年６月２０日
法律第９７号）（電気通信事業法第３８条の２第３項第２号の
追加） 

・ 指定電気通信設備の接続料に関する原価算定規則（平成９年
１２月１９日郵政省令第９２号） 

技術的条件 ・ 電気通信事業法の一部を改正する法律（平成９年６月２０日
法律第９７号）（電気通信事業法第３８条の２第３項第１号イ
の追加） 

・ 電気通信事業法施行規則の一部を改正する省令（平成９年１
１月１３日郵政省令第８１号）（電気通信事業法施行規則第２
３条の４第１項の追加） 

網機能の細分化（アンバンドル） ・ 電気通信事業法の一部を改正する法律（平成９年６月２０日
法律第９７号）（電気通信事業法第３８条の２第３項第１号ロ
の追加） 

・ 電気通信事業法施行規則の一部を改正する省令（平成９年１
１月１３日郵政省令第８１号）（電気通信事業法施行規則第２
３条の４第２項の追加） 

接続関連費用の負担の在り方 ・ 電気通信事業法の一部を改正する法律（平成９年６月２０日
法律第９７号）（電気通信事業法第３８条の２第３項第２号の
追加） 

・ 指定電気通信設備の接続料に関する原価算定規則（平成９年
１２月１９日郵政省令第９２号） 

番号ポータビリティ ・ 電気通信事業法の一部を改正する法律（平成９年６月２０日
法律第９７号）（電気通信事業法第３８条の２第３項第１号ロ
の追加） 

・ 電気通信事業法施行規則の一部を改正する省令（平成１１年
８月６日郵政省令第６３号）（電気通信事業法施行規則第２３
条の４第２項の改正） 

網機能提供計画 ・ 電気通信事業法の一部を改正する法律（平成９年６月２０日
法律第９７号）（電気通信事業法第３９条の２の追加） 

・ 電気通信事業法施行規則の一部を改正する省令（平成９年１
１月１３日郵政省令第８１号）（電気通信事業法施行規則第２
４条～第２４条の４の追加） 

反競争的行為の防止 ・ 電気通信事業法の一部を改正する法律（平成９年６月２０日
法律第９７号）（電気通信事業法第３６条旧第３項の改正（第
５項に繰下げ）） 

（電通審答申「日本電信電話株式会社の在り方について」（平成８年２月２９日）における提言
事項） 
優先接続 ・ 電気通信事業法の一部を改正する法律（平成９年６月２０日

法律第９７号）（電気通信事業法第３８条の２第３項第１号ロ



 7

の追加） 
・ 電気通信事業法施行規則の一部を改正する省令（平成１１年
４月２８日郵政省令第３８号）（電気通信事業法施行規則第２
３条の４第２項の改正） 

 
 
（３）電気通信事業法の一部を改正する法律（平成９年６月２０日法律第９７

号）では、その附則第１５条において、「政府は、この法律の施行後３年
を目途として、接続に係る新法の規定の施行の状況を勘案し、必要がある
と認めるときは、接続に係る制度について検討を加え、その結果に基づい
て必要な措置を講ずるものとする」との規定を設け、平成１２年度を目途
とした接続に係る制度についての検討がうたわれた。 
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４ 接続の基本的ルールの先行的見直し（平成１０年から１２年） 

 
技術革新と競争環境の進展など電気通信分野における環境の変化は激しく、

上述附則第１５条による平成１２年度を目途とした検討に先立って、接続ルー
ルの重要な見直しがいくつか行われてきた。 

 
（１）長期増分費用方式の導入 

 
① 指定電気通信設備との接続に関して電気通信事業者が負担する接続料の

算定については、従来から会計結果を基礎として算定する実際費用方式
が採られていたが、この方式では指定電気通信設備における非効率性を
接続料の原価算定上除外することが出来ない点が問題として指摘されて
きており、経済理論上非効率性を除外して費用を算定する方式とされる
長期増分費用方式を導入する政府の方針が出された。 

 
② これを受けて、電気通信審議会答申「接続料算定の在り方について」（平
成１２年２月９日郵通議第１２０号）においてその具体的な導入方策の
在り方について提言が行われ、これを踏まえた、長期増分費用方式を導
入する根拠規定を設ける電気通信事業法の一部を改正する法律（平成１
２年５月１９日法律第７９号）及びその具体的な導入方策について規定
する接続料規則（平成１２年１１月１６日郵政省令第６４号）が制定さ
れた。（図表２） 

 
 
図表２ 電通審答申「接続料算定の在り方について」（平成１２年２月９日郵通

議第１２０号）における提言と措置内容 
 指定電気通信設備を設置する第一種電気通信事業者に関する特別な接続ルール 
接続料の算定――長期増分費用方式の
導入 

・ 電気通信事業法の一部を改正する法律（平成１２年５月１９日
法律第７９号）（電気通信事業法第３８条２第４項、第１０項
の追加、第１２項の改正） 

・ 接続料規則（平成１２年１１月１６日郵政省令第６４号） 
 
 
（２）ＤＳＬのための接続制度の充実（加入者回線のアンバンドル、コロケーシ

ョンの実施） 
 

① 一方、デジタル加入者回線(DSL: Digital Subscriber Line)技術により、
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事業者が簡便に調達できる局内設備を既存の電話加入者回線に直接接続
することで高速のインターネットアクセスサービスを提供することが可
能となり、これを契機として、高速サービスを実現するための、局内設
備の設置と加入者回線との円滑な接続のためのルール整備が必要と認識
されてきた。 

 
② これに関して電気通信審議会答申において出された累次の要望を踏まえ、

平成１２年９月には、メタルの加入者回線等を細分化（アンバンドル）
して接続するための接続料その他の条件や、競争事業者が接続のための
局内設備を東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社（以下
「ＮＴＴ東日本・西日本」という。）の局舎に設置（コロケーション）す
るための条件や手続等についてルールの整備が行われた。 

 
 

図表３ 電通審答申（平成１１年１月２２日郵通議第１１１号、平成１２年２月
１８日郵通議第１２６号等）における提言と措置内容 

 指定電気通信設備を設置する第一種電気通信事業者に関する特別な接続ルール 
建物・管路・電柱の提供――手続・条
件の整備 

・ 電気通信事業法施行規則の一部を改正する省令（平成１１年
１０月２９日郵政省令第９４号）（電気通信事業法施行規則第
２３条の４第３項の改正） 

・ 電気通信事業法施行規則の一部を改正する省令（平成１２年
９月１３日郵政省令第５５号）（電気通信事業法施行規則第２
３条の４第３項の改正） 

網機能の細分化（アンバンドル）／ 
接続料の算定――メタルの加入者回線
等のアンバンドル 

・ 電気通信事業法施行規則の一部を改正する省令（平成１２年
９月１２日郵政省令第５３号）（電気通信事業法施行規則第２
３条の４第１、第２号の改正）、指定電気通信設備の接続料に
関する原価算定規則の一部を改正する省令（平成１２年９月
１２日郵政省令第５４号）（指定電気通信設備の接続料に関す
る原価算定規則第５、第１２条の改正、第１３条の追加） 
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５ 接続の基本的ルールの見直し（平成１２年から１３年） 
 
（１）平成１２年１０月１１日に郵政大臣より電気通信審議会に対して「電気通

信事業法の一部を改正する法律（平成９年法律第９７号）附則第１５条を
踏まえた接続ルールの見直しについて」の諮問が行われた。 

 
（２）同年１２月２１日、指定電気通信設備の範囲の見直し、光ファイバ設備や

データ伝送サービスに用いられている設備のアンバンドル等を提言する
「接続ルールの見直しについて（『電気通信事業法の一部を改正する法律
（平成９年法律第９７号）附則第１５条を踏まえた接続ルールの見直しに
ついて』第一次答申）」（平成１２年１２月２１日郵通議第３２０５号。以
下単に「第一次答申」という。）が取りまとめられた。同答申第Ⅵ章では、
提言事項の措置の進め方について次のとおり提言を行っており、これを受
けた措置が図表４のとおり順次行われてきている。 

 
 本答申の提言を受けた措置については、次のように進めることが必要である。
（１）平成１２年中 

①  ＩＳＤＮから電話への同番移行（文書指導済み） 
②  光ファイバ設備の暫定的なアンバンドル（文書指導） 
 

（２）平成１３年前半 
① 指定電気通信設備の範囲の見直し等（省令・告示改正） 
② 市場支配力を有する事業者と有しない事業者に関する接続ルールの整
備（法律改正） 
③ 光ファイバ設備のアンバンドルに関するルール整備（省令改正） 
④ 「地域ＩＰ網」のアンバンドルに関するルール整備（省令改正） 
⑤ 移動体通信事業者の設定する料金の改善（文書指導） 
⑥ 接続料と利用者料金の先後に関する措置（文書指導） 
⑦ 接続拒否の理由の明示（文書指導、接続約款改正） 

 
（３）平成１３年後半 
○ 市場支配力を有する事業者と有しない事業者に関する接続ルールの整
備（省令整備） 

 
 
図表４ 電通審答申「接続ルールの見直しについて」（平成１２年１２月２１日

郵通議第３２０５号）における提言等と措置内容 
ＩＳＤＮから電話への同番移行 ・ ＮＴＴ東日本・西日本宛「回線切替に係る電気通信番号の使

用について」（平成１２年１１月１３日郵電番第３０１１号）
により文書指導 

光ファイバ設備の暫定的なアンバンド ・ ＮＴＴ東日本・西日本宛「光ファイバ設備の接続について」
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ル （平成１２年１２月２１日郵電業第３１３５号の３）により
文書指導 

指定電気通信設備の範囲の見直し等 ・ 電気通信事業法施行規則の一部を改正する省令（平成１３年
４月６日総務省令第５９号）（電気通信事業法施行規則第２３
条の２の改正） 

・ 電気通信事業法第３８条の２第１項の規定に基づく指定に関
する件（平成１３年４月６日総務省告示第２４３号） 

市場支配力を有する事業者と有しない
事業者に関する接続ルールの整備 

・ （電気通信事業法等の一部を改正する法律案国会審議中） 

光ファイバ設備のアンバンドルに関す
るルール整備 

・ 電気通信事業法施行規則の一部を改正する省令（平成１３年
４月６日総務省令第５９号）（電気通信事業法施行規則第２３
条の４第１項、第２項の改正） 

・ 接続料規則の一部を改正する省令（平成１３年４月６日総務
省令第６０号）（接続料規則第４条の表の改正） 

・ 電気通信事業法施行規則及び接続料規則の一部を改正する省
令（平成１３年○月○日総務省令第○○○号）（電気通信事業
法施行規則第２３条の４第２項及び接続料規則第４条の表の
改正） 

「地域ＩＰ網」のアンバンドルに関す
るルール整備 

・ 電気通信事業法施行規則の一部を改正する省令（平成１３年
４月６日総務省令第５９号）（電気通信事業法施行規則第２３
条の４第１項の改正） 

・ 接続料規則の一部を改正する省令（平成１３年４月６日総務
省令第６０号）（接続料規則第４条の表及び第１７条の改正） 

移動体通信事業者の設定する料金の改
善 

・ 携帯電話事業者各社宛文書（平成１３年２月６日総基料第２
１号）により文書指導 

接続料と利用者料金の先後に関する措
置 

・ ＮＴＴ東日本・西日本宛「接続料と利用者料金との関係等に
ついて」（平成１３年１月３１日総基料第１６号）により文書
指導 

接続拒否の理由の明示 ・ ＮＴＴ東日本・西日本宛「接続料と利用者料金との関係等に
ついて」（平成１３年１月３１日総基料第１６号）により文書
指導 

 
（３）第一次答申においては、継続して検討すべき事項として次の５項目を挙げ

ている。本審議会においては、平成１３年１月１７日よりこの審議を電気
通信審議会より承継し、この５項目に新たに意見招請を通じて提起された
論点とを併せて審議を行った。 

 
① 光ファイバ設備について地域毎に異なる接続料を設定することの是非 
② 定額の接続料の具体的な算定方式 
③ 公衆網における事業者向け割引料金の具体的な考え方 
④ 接続関連費用の負担の考え方 
⑤ 網機能提供計画 
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６ 競争の進展と現下の課題 
 
（１）接続政策などの競争政策の展開に伴い、事業者間の競争も進展してきた。

その結果、昭和６０年の競争導入と接続制度の創設の後、先ず市外電話と
国際電話の分野で顕著に利用者料金の低廉化が進み、平成１３年までに
各々９割を超える料金引下げが実現している。（図表５、６） 

 
（２）一方、市内電話の分野では、３分間１０円（平日昼間）の市内通話料が昭

和５１年以来長い間維持されてきたが、従来より行われた中継交換機での
接続よりも低階位でＮＴＴ地域網と接続する加入者交換機接続の実現に
より平成１０年に東京通信ネットワーク株式会社が３分間９円の料金を
設定し、料金低廉化の端緒が表れてきた。更に、平成１２年に長期増分費
用方式の導入による接続料の低廉化が行われ、１３年に優先接続制度が導
入されたことを契機として、１３年１月から各社の値下げが相次ぎ、その
中でＮＴＴ東日本・西日本も２５年振りの値下げ（１月よりＮＴＴ東日本
が３分９円、５月より両社が３分８．５円。）に踏み切るに到っている。（図
表７） 

 
図表５ 市外電話の料金低廉化（東京－大阪間） 

（３分間 平日昼間） 
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ＮＴＴ　　　　　　：　日本電信電話公社（昭和60.3.31迄）
　　　　　　　　　　　日本電信電話㈱（昭和60.4.1以後）
ＤＤＩ　　　　　　：　第二電電㈱（現ケイディーディーアイ㈱）
ＪＴ　　　　　　　：　日本テレコム㈱
ＴＷＪ　　　　　　：　㈱日本高速通信（現ｹｲﾃﾞｨｰﾃﾞｨｰｱｲ㈱）
ＴＴＮｅｔ　　　　：　東京通信ネットワーク㈱
ＫＤＤ　　　　　　：　ケイディディ㈱（現ｹｲﾃﾞｨｰﾃﾞｨｰｱｲ㈱）
Ｃ＆ＷＩＤＣ　　　：　ｹｰﾌﾞﾙ･ｱﾝﾄﾞ･ﾜｲﾔﾚｽ･ｱｲﾃﾞｨｰｼｰ㈱
ＮＴＴ－ＣＯＭ　　：　ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ㈱
ＫＤＤＩ　　　　　：　㈱ﾃﾞｨｰﾃﾞｨｰｱｲ（現ｹｲﾃﾞｨｰﾃﾞｨｰｱｲ㈱）
フュージョン　　　：　フュージョン・コミュニケーションズ㈱

※　ＮＴＴ加入電話発の通話料金



1

図表６ 国際電話の料金低廉化（日－米間） 
（３分間 平日昼間） 
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（３）平成１１年から順次行われている端末回線の細分化（アンバンドル）によ

り、競争は更に端末回線のレベルにまで拡大してきている。主配線盤にお
いて電話の加入者回線のみに接続することで、交換機を用いずに高速のイ
ンターネット接続サービスであるＤＳＬサービスのような新サービスが
多様な事業者により実現してきた。 

 
図表８ 中継交換機（ＺＣ）、加入者交換機（ＧＣ）、主配線盤（ＭＤＦ）におけ

る接続図 

 
 
（４）このような①地域への競争拡大に加えて、従来からの固定電話網とは異な

る②移動体通信網や③ＩＰ網における競争も進んできつつあり、競争の公
正性を確保するための検討領域もこれらに拡がってきている。そして、④
利用者向けの提供条件と事業者向けの提供条件の関係が公正な競争条件
として重要な視点となりつつある。 

ＭＤＦ

Ｇ　Ｃ

Ｚ　Ｃ

収容局

中継局

他事業者
設備

接続事業者網へ

接続事業者網へ

接続事業者網へ
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第Ⅱ章第Ⅱ章第Ⅱ章第Ⅱ章    現状現状現状現状    
 

第１節 接続の確保 
 
１ 接続の義務 
 
（１）電気通信審議会答申「接続の基本的ルールの在り方について」（平成８年

１２月１９日）における提言4を受けて、現行の電気通信事業法第３８条
は、全ての第一種電気通信事業者について接続の請求に応じるべき義務を
規定しており、その例外として請求に応じる必要がない３つの場合を列挙
して明示している。 

 
【参考】 

 
電気通信事業法の一部を改正する法律（平成９年６月法律第９７号）施行
後の電気通信事業法第３８条 

 
 （第一種電気通信事業者との接続） 

第一種電気通信事業者は、他の電気通信事業者から当該他の電気通信
事業者の電気通信設備をその電気通信回線設備に接続すべき旨の請求を
受けたときは、次に掲げる場合を除き、これに応じなければならない。 
一 電気通信役務の円滑な提供に支障が生ずるおそれがあるとき。 
二 当該接続が当該第一種電気通信事業者の利益を不当に害するおそ
れがあるとき。 

三 前２号に掲げる場合のほか、郵政省令で定める正当な理由があると
き。 

 
電気通信事業法施行規則の一部を改正する省令（平成９年１１月郵政省令
第８１号）施行後の電気通信事業法施行規則第２３条 

 
 （電気通信設備の接続の請求を拒める正当な理由） 

                                                   
4 同答申では、「利用者利便の増進及び公正かつ有効な競争の促進の観点から、いわゆる公
益事業特権を認められて構築される公共的なインフラストラクチャーである第一種電気通
信事業者のネットワークについては、国民生活や社会・経済活動の基盤となる公共性の高い
ものであり、利用者に対する役務提供義務（電気通信事業法第３４条）と同様に、正当な理
由がある場合を除き、他事業者に対する接続協定の締結を義務づけることが適当である」と
の提言を行った。 
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法第３８条第３号の郵政省令で定める正当な理由は、次のとおりとす
る。 
一 電気通信設備の接続を請求した他の電気通信事業者がその電気通
信回線設備の接続に関し負担すべき金額の支払いを怠り、又は怠る
おそれがあること。 

二 電気通信設備の接続に応じるための電気通信回線設備の設置又は
改修が技術的又は経済的に著しく困難であること。 

 
（２）接続の義務の具体的な適用に関しては、平成１２年に光ファイバ設備につ

いて、電気通信事業法施行規則第２３条第２号との関連で議論が行われ、
光ファイバ設備の存在する場合には接続の義務が生じるとの見解が第一
次答申に取りまとめられている。5 

 
 

                                                   
5 第一次答申では次のとおり述べている。 
「（３）光ファイバ設備を接続の為に設置する義務について 
 ①（略） 
② 一般論で言えば、光ファイバ設備が既に存在する場合には、接続請求に応じる
義務があり、光ファイバ設備が存在しない場合にはそのような義務はないと考
えることが妥当である。 

③ これをＮＴＴ東日本・西日本を念頭において詳述すると、光ファイバ設備のう
ち中継伝送路設備（交換等設備が設置されている建物同士の間に設置される伝
送路設備）については、ＮＴＴ東日本・西日本においては既に全国で敷設が行
われていることから、基本的には全国で接続の請求に応じることが求められる
ものと考えられる。 

④ また、光ファイバ設備のうち端末系伝送路設備については、 
（ア） 既に光ファイバが敷設されて即応が可能な地域（例えば饋線エリアに光フ

ァイバが既に設置されているエリアのように、２週間程度で必要な光ファ
イバ設備の対応を行い得る地域）においては、光ファイバ設備への接続の
請求に応じることが求められるものと考えられる。 

（イ） 他方で、端末系伝送路設備である光ファイバ設備は敷設の途上にあること
から、既に全国で敷設が行われているメタル設備とは異なり、地域によっ
ては、光ファイバ設備の即応が出来ない地域（饋線点までの光ファイバが
敷設されていないために、ＮＴＴ東日本・西日本において新たな敷設工事
を行うため短期間での対応が困難な地域）も存在する。 
このような地域においては、接続請求に応じる義務において即応可能な地
域とは異なった扱いとすることが適当である。 
例えば、このような地域で２週間以内での即応を義務付けたり、これに伴
う工事費などの適正な費用回収を認めない接続請求に応じる義務を課す
ことは妥当性を欠くと考えられる。」 

 



 17 

２ 命令・裁定手続 
 
（１）接続を事後的に確保する担保措置として電気通信事業法第３９条第１

項・第２項は接続命令について規定している。ここでは、接続協議に相手
側が応じない場合または協議が不調である場合には、一方当事事業者の申
立てにより、上記の接続の義務があるとき（第１項）又は公共の利益を増
進するために特に必要であると認められるとき（第２項）には接続命令の
発動を行い得ることについて規定されている。 

 
（２）これまでの接続命令の申立て事例は３件あり、公共の利益の観点から１件、

接続の義務に該当することから１件命令が発動されている。 
 
 

図表９ 接続命令の申立て事例 
 
① フレームリレーサービスに関する事案（電気通信事業法第３９条旧第１項（現第

２項）） 
� 申立てを行った当事者 日本テレコム株式会社（ＪＴ） 
� 申立て年月日 平成６年１０月１８日 
� 事案 ＪＴのデジタルデータ伝送役務（フレームリレーサー

ビス）に係る設備と日本電信電話株式会社（ＮＴＴ）
の専用役務に係る設備との接続協定の締結 

� 経緯 １０月２５日 聴聞の開催についてＮＴＴへの通知、
掲示 

１０月３１日 ＪＴからの命令申立ての取下げ及びＪ
Ｔ・ＮＴＴからの接続協定締結の認可申
請 

 
② ＶＰＮサービスに関する事案（電気通信事業法第３９条旧第１項（現第２項）） 
� 申立てを行った当事者 第二電電株式会社（ＤＤＩ） 

日本テレコム株式会社（ＪＴ） 
日本高速通信株式会社（ＴＷＪ） 

� 申立て年月日 平成６年１１月８日 
� 事案 ＤＤＩ等３社の電話役務に係る設備とＮＴＴの電話役

務に係る設備との接続協定のＶＰＮサービス提供のた
めの細目協定の締結 

� 経緯 １１月１４日 聴聞の開催についてＮＴＴへの通知、
掲示 

１２月 １日 ＮＴＴより聴聞 
１２月２８日 ＮＴＴに対して接続協定の締結を命令 

 
 ③ 光ファイバ設備に関する事案（電気通信事業法第３９条第１項） 
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� 申立てを行った当事者 日本交信網有限会社 
� 申立て年月日 平成１２年８月１１日 
� 事案 日本交信網の電気通信設備と東日本電信電話株式会社

（ＮＴＴ東日本）の光ファイバ設備との接続協定の締
結 

� 経緯  ９月２２日 両当事者より手続中断の依頼 
１０月１０日 申立者より手続再開の依頼 
１０月２０日 聴聞の開催についてＮＴＴ東日本への

通知、掲示 
１１月 ６日 ＮＴＴ東日本より聴聞 
１１月１７日 電気通信審議会に諮問、答申 
       ＮＴＴ東日本に対して接続協定の締結

を命令6 
注：電気通信事業法の一部を改正する法律（平成９年６月２０日法律第９７号）により、接
続命令に際して審議会への諮問が必要とされた。 

 
 
（３）また、同法同条第３項から第１０項は接続裁定について規定している。こ

こでは、接続に関する負担額や接続条件等の協定の細目について協議が不
調である場合には、総務大臣の裁定を申請することが出来る旨及び関連伝
続きが規定されている。 

 
                                                   
6 東日本電信電話株式会社宛「電気通信設備の接続について（命令）」（平成１２年１１月１
７日郵電業第３０９０号の２）では次のとおり命ぜられた。 
「電気通信事業法（以下「法」という。）第３９条第１項の規定に基づき、日本交信網有限
会社（以下「日本交信網」という。）の申立てに係る貴社の光ファイバ設備と日本交信網の
電気通信設備との接続に関して、接続に関する協定の締結の協議の開始を命ずる。 
（理由） 
１ 日本交信網が別紙（略）の申立てにおいて接続を求めている貴社設置の光ファイバ設備
（以下「貴社光ファイバ設備」という。）は、接続によって電気通信役務を提供できる状態
にある設備と認められ、法第３８条の電気通信回線設備として、同条の適用を受けるもの
である。 
２ 貴社光ファイバ設備については、 
① 貴社豊四季局・貴社柏局間の中継伝送路については光ファイバ設備の設置が既に行わ
れており、これと接続することが技術的又は経済的に著しく困難であるとは認められ
ない。 

② 貴社柏局に収容する利用者宅又は日本交信網柏局との間、及び貴社豊四季局・日本交
信網豊四季局間の端末系伝送路については、貴社は光ファイバ設備の提供自体は可能
としており、必要な光ファイバ設備の対応の上で大きな支障が認められず、また、貴
社の現行接続約款において日本交信網の請求に係るものと同一の機能について既に接
続料を含む規定が設けられていることから、主配線盤での接続が技術的又は経済的に
著しく困難であるとは認められない。 

３ 以上から、本件接続が法第３８条各号に掲げる接続の拒否事由に該当するとは認められ
ず、本件接続に関して、貴社が当該申入れに係る電気通信設備の接続の請求に応じないこ
とには理由が認められない。」 
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（４）接続裁定は従来は接続命令があった場合にのみ申請できることになって
いたが、電気通信審議会答申「接続の基本的ルールの在り方について」（平
成８年１２月１９日）では、「このような仕組みにおいては、裁定手続に
要する期間に加えて、接続命令手続に相当の期間を要することとなり、事
業者間の紛争の迅速な解決を図り、迅速な接続を確保することにより競争
を促進するという裁定制度の趣旨が十分生かされないおそれがある」とし
て、接続の義務の設けられる第一種電気通信事業者の設備との接続に関し
ては命令前置としないことを提言し、電気通信事業法の一部を改正する法
律（平成９年６月２０日法律第９７号）により実現された。 

 
（５）これまでの接続裁定の申請事例は１件あり、コロケーションの場所や関連

手続費の額について裁定が行われている。 
 
 

図表１０ 接続裁定の申請事例 
 
コロケーションに関する事案（電気通信事業法第３９条第３項） 
� 申請を行った当事者 日本交信網有限会社 
� 申請年月日 平成１２年８月１１日 
� 事案 東日本電信電話株式会社（ＮＴＴ東日本）の局舎内に

おける日本交信網の電気通信設備の設置の場所及び相
互接続点の調査の手続費に係る裁定 

� 経緯 ８月２３日 ＮＴＴ東日本に裁定申請の受理を通知 
９月 ６日 ＮＴＴ東日本より答弁書提出 
９月２６日 裁定案を電気通信審議会に諮問、意見

招請 
１０月 ９日 意見招請締切 
１０月２０日 答申 

                                                   
7 「電気通信設備の接続の条件について（裁定）」（平成１２年１０月２０日郵電業第３０７
６号）において、次のとおり裁定が行われた。 
「１ ＮＴＴ東日本豊四季局における日本交信網の電気通信設備の設置場所について 
  ＮＴＴ東日本は、同社豊四季局の地下１階に日本交信網がその電気通信設備を設置す
ることを認めるものとする。 

 （理由） 
  日本交信網はその電気通信設備を、ＮＴＴ東日本豊四季局内において主配線盤（ＭＤＦ）
の設置される地下１階に設置することを要望している。当該地下１階には当面他の用途で
の利用予定がなく、日本交信網の希望する電気通信設備の設置に十分な広さの空き場所が
存在し（別添参照⇒略）、かつその場所でコロケーションを行うことでＮＴＴ東日本等の
電気通信回線設備を損傷したり、その機能に障害を与えたりする特段のおそれがあるとは
認められない。 

２ 「相互接続点の調査」の費用負担額について 
  ＮＴＴ東日本が同社豊四季局において行った「相互接続点の調査」について日本交信
網に負担を求める費用総額は、６１，９０８円を超えない額とする。 

 （理由） （略）                               」 
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ＮＴＴ東日本、日本交信網の両者に対し
裁定通知7 

 
 
（６）この他、電気通信審議会答申「接続の基本的ルールの在り方について」で

は、「現行業務改善命令要件を抜本的に見直し、円滑な接続を阻害する反
競争的な行為に対し、的確に対応することを可能とする」ことを提言して
おり、これを受けて、電気通信事業法の一部を改正する法律（平成９年６
月２０日法律第９７号）により改正された電気通信事業法第３６条第４項
8において、第一種電気通信事業者が接続について不当な業務運営を行っ
ている場合には業務改善命令の発動を行い得ることについて規定されて
いる。9  

 

                                                   
8 改正当時は第５項。 
9 電気通信事業法第３６条第４項では、「総務大臣は、･･･第一種電気通信事業者が電気通信
設備の接続･･･について特定の電気通信事業者に対し不当な差別的取扱いを行いその他これ
らの業務に関し不当な運営を行つていることにより他の電気通信事業者の業務の適正な実
施に支障が生じているため、公共の利益が著しく阻害されるおそれがあると認められるとき
は」業務改善命令を発動し得る旨の規定が設けられている。 
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第２節 指定電気通信設備 
 
１ 指定電気通信設備制度の創設 

 
（１）電気通信審議会答申「接続の基本的ルールの在り方について」（平成８年

１２月１９日）は、「加入者回線を相当な規模で有する事業者のネットワ
ークへの接続は、他事業者の事業展開上不可欠であり、また、利用者の利
便性の増進の観点から極めて重要なものとなっている」とし、「このよう
なネットワークへの透明、公平、迅速かつ合理的な条件による接続を確保
することにより、競争を促進し、かつ、透明な接続ルールを策定」するこ
とを提言した。 

 
（２）これを受け、電気通信事業法の一部を改正する法律（平成９年法律第９７

号）により電気通信事業法第３８条の２に基づく指定電気通信設備の制度
が創設された。 

 
（３）電気通信事業法第３８条の２第１項では、指定電気通信設備は、「総務省

令で定めるところにより」、端末系伝送路設備（加入者回線）及び「これ
と一体として設置する電気通信設備であって総務省令で定めるもの」につ
いて指定がなされることとされている。これを受けて、電気通信事業法施
行規則第２３条の２においては、端末系伝送路設備については①固定端末
系伝送路設備のうちから指定が行われ、「これと一体として設置される電
気通信設備」については②端末系交換等設備、③中継系交換等設備、④市
内伝送路設備、⑤中継系伝送路設備、⑥情報の管理・役務の制御を行うた
めの設備、及び⑦その他の不可欠設備のうちから指定が行われることを規
定している。 
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２ 平成９年告示による指定及びその承継 
 
（１）指定電気通信設備については、平成９年に最初の指定が行われ、「電気通

信事業法第３８条の２第１項の電気通信設備を指定する件」（平成９年１
２月２４日郵政省告示第６７４号）により、各都道府県ごとに２分の１を
超える固定端末系伝送路設備を設置する事業者が全都道府県においてＮ
ＴＴであったことから、全都道府県においてＮＴＴの設置する、１（３）
で挙げた①の固定端末系伝送路設備、②から⑥の設備のうちＮＴＴが「音
声伝送役務」・「専用役務」の提供に利用するもの、及び⑦のうち公衆電話
機及び付随設備、番号案内・手動通信用の交換機等、その他が指定された。 

 
（２）平成１１年７月１日からは、「日本電信電話株式会社法の一部を改正する

法律の施行に伴う経過措置及び関係政令の整備に関する政令」（平成１１
年５月２８日政令第１６５号）第４条第７項により、上記告示による指定
電気通信設備を承継したＮＴＴ東日本・西日本が、ＮＴＴより指定電気通
信設備の設置者の地位を承継した。 
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３ 平成１３年告示による指定 
 
（１）指定電気通信設備の見直しについては第一次答申において提言が行われた。

同答申第Ⅱ章第３節では、「設備のボトルネック性は、本来指定電気通信
設備を設置する第一種電気通信事業者がその設備をどのような役務に用
いているかとは無関係に判定されるべきであり、役務の種類とは切り離し
て、ボトルネック性の有無を検討することが適当である」とし、役務の種
類によらずに指定を行うべきことが適当とされた。 

 
（２）これを受けて、平成９年の告示は廃止され、新たに「電気通信事業法第３

８条の２第１項の規定に基づく指定に関する件」（平成１３年４月６日総
務省告示第２４３号）が定められた。 

 
（３）同告示では、各都道府県ごとに２分の１を超える固定端末系伝送路設備を

設置する事業者が、図表７のとおりＮＴＴ東日本・西日本であったことか
ら、両社の設置する次の設備について指定電気通信設備の指定が行われた。
これにより、１（３）で挙げた②から⑥の設備において、従来は含まれな
かった「データ伝送役務」の提供に利用するものも指定電気通信設備に含
まれることとされた。 

 
① 固定端末系伝送路設備 
② 端末系・中継系交換等設備 
¾ ルータにあっては他事業者設備への振り分けの機能を有するもの及
びこれと相互に対向するものに限る。 

¾ ＤＳＬＡＭ10（Ｇ．９９２．２Ａｎｎｅｘ Ｃ準拠）及びスプリッタ
にあってはコロケーションができない場所に設置されているものに
限る。 

③ 市内交換局間、市内交換局・中継交換局間の伝送路設備 
④ 信号用伝送路設備及び信号用中継交換機 
⑤ 番号案内用のデータベース、サービス制御局、サービス制御統括局 
⑥ ＰＳＭ11、ＰＨＳ端末認証等用のサービス制御局、サービス制御統括局 
⑦ 公衆電話機及び付随設備 
⑧ 番号案内・手動通信用の交換機、案内台装置、伝送路設備 
⑨ 他事業者の設備との間に設置される伝送路設備 

                                                   
10 Digital Subscriber Line Access Multiplexerの略。 
11 P system Subscriber Moduleの略。 
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図表１１ 全固定系加入者回線に占めるＮＴＴ東日本・西日本の加入者回線数 
     （平成１１年度末） 

ＮＴＴ東日本・西日本の
加入者回線数 比率 ＮＣＣの加入者回線数

北海道 3,422,602 99% 43,647
青森 743,762 99% 4,480
岩手 703,907 99% 4,371
宮城 1,297,408 99% 18,783
秋田 593,191 100% 2,761
山形 584,810 99% 6,246
福島 1,042,342 99% 5,894
茨城 1,504,518 99% 13,297
栃木 1,031,661 99% 9,694
群馬 1,093,182 99% 9,466
埼玉 3,582,465 99% 19,370
千葉 3,208,497 99% 24,881
東京 10,963,798 98% 208,717
神奈川 5,190,190 99% 54,938
新潟 1,260,365 99% 7,579
富山 586,225 98% 13,357
石川 677,258 98% 16,084
福井 435,209 99% 6,509
山梨 499,350 99% 4,789
長野 1,276,989 100% 4,725
岐阜 1,061,180 100% 3,717
静岡 2,068,641 99% 24,769
愛知 3,972,631 99% 44,790
三重 964,453 99% 10,711
滋賀 666,221 100% 2,726
京都 1,594,795 99% 11,668
大阪 6,418,719 99% 72,453
兵庫 2,631,396 99% 16,401
奈良 724,893 100% 1,888
和歌山 596,383 100% 1,917
鳥取 321,266 99% 2,434
島根 394,813 99% 2,774
岡山 1,078,907 99% 10,055
広島 1,697,090 98% 35,350
山口 860,556 99% 6,308
徳島 439,144 99% 2,681
香川 586,504 99% 7,025
愛媛 834,150 99% 4,275
高知 466,635 100% 2,045
福岡 2,861,363 99% 16,761
佐賀 360,518 100% 1,416
長崎 780,619 100% 1,975
熊本 920,063 100% 2,452
大分 674,697 100% 1,698
宮崎 622,505 100% 1,195
鹿児島 959,315 100% 1,951
沖縄 631,640 99% 5,793
合計 74,886,826 99.0% 776,816
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４ 移動体通信事業者設備の扱い 
 
（１）指定電気通信設備に移動体通信事業者設備を含めるか否かについては、平

成８年の電気通信審議会における審議の当時から議論があった。電気通信
審議会答申「接続の基本的ルールの在り方について」（平成８年１２月１
９日）においては、移動体通信事業者の扱いは、 
① 移動体通信事業者は基地局間又は基地局と交換局間の伝送路を有し
ていないこと、 

② 移動体通信事業者が扱う通信の殆どは固定通信事業者との間のもの
であり、固定通信事業者への依存度が高いこと、 

から、指定電気通信設備の対象は当面固定通信事業者に限ることとし、指
定電気通信設備の定義は平成１２年度を目途とする接続ルールの見直し
時に実態を踏まえて見直すことが適当とされた。 

 
（２）規制緩和推進３か年計画（改定）（平成１１年３月３０日閣議決定）、同（再

改定）（平成１２年３月３１日閣議決定）では、「ＮＴＴドコモと他社との
接続について、その円滑化を図る必要が生じた場合には、公平・透明な接
続を確保するものとし、その接続の在り方を早急に検討する」こととされ、
これについても接続ルールの見直しの中で検討することとされた。 

 
（３）これらを受けて、第一次答申では、移動体通信事業者の設備は、 

① 「移動体通信市場においては、固定網とは異なり、電気通信設備を設
置する事業者が地域単位に３以上存在すること」、 

② 「固定網とは異なり、複数の移動体通信事業者が加入者回線を含め自
ら設備を構築しており、且つその設備も各社が遜色なく全国にエリア
拡大されており、加入者線を含めたネットワークの代替性が存在して
いること」、 

③ 「移動体通信事業者の加入者や、その扱う通信量が移動体間の通信も
含めて増えているが、それでも移動体間の通信は全体の５分の１以下
（平成１１年度）にとどまっており、また、固定網が各家庭や事業所
への最終通信手段（ラストリゾート）となっているのに対し、移動体
網は主として個人単位でのオプショナルな通信手段として普及拡大
しており、単純な量的拡がりで見られるよりも移動体のボトルネック
性は弱いこと」 

から、不可欠設備とは言えないとした。 
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（４）第一次答申は、一方で「移動体通信市場において市場支配力を有すると認
定された事業者については、接続政策の観点からは、当該事業者が多数の
加入者を直接収容することから、他の事業者は当該事業者との接続を行わ
なければ多数の加入者との間で通信が行えないことになるので、当該事業
者の設定する接続条件如何によっては市場に参入し、サービスを継続する
こと自体が困難となる」として、「市場からの排除がないようにするため
の最低限の担保措置として、接続料を含む接続条件に関して透明性をより
確保することを基本としたルールの整備が必要と考えられる」との提言を
行った。 

 
（５）上記提言を受け、移動体通信設備について第二種指定電気通信設備の制度

を創設する規定を盛り込んだ、電気通信事業法等の一部を改正する法律案
が現在第１５１回国会において審議されている。 
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第３節 接続料 
 
１ 接続料の創設 
 
（１）電気通信事業法の制定当初は、新規参入事業者がＮＴＴ地域網との接続を

行う場合には、全てのサービスについてそれぞれの役務提供区間毎に各々
の事業者が利用者向け料金（所謂「ぶつ切り料金」）を設定しており、事
業者間での精算料金である接続料の支払いはなかった。 

 
（２）平成３年に郵政省よりＮＴＴに対して、「日本電信電話株式会社と長距離

系ＮＣＣとの間の接続条件等の改善について」（平成３年８月６日郵電業
第７６号）により、「ＮＴＴの事業部制導入に伴い、平成５年に地域通信
事業部の収支等のコストデータが整備されることから、これらを踏まえ、
平成６年４月頃を目途に新たな事業者間接続料金制度を導入する」ことが
求められ、長距離電話会社の所謂エンドエンド料金が平成５年度より試行
的に、次いで平成６年度より本格的に実施された。 

 
（３）これに伴い設定された接続料は、平成６年度においてはＮＴＴの利用者向

け通話料を基礎に単純換算されたものであった。 
 
（４）平成７年に郵政省からＮＴＴに対して「ＮＴＴ地域通信網との接続協議の

手順等の明確化について」（平成７年２月２３日郵電業第１６５号）が発
出され、「他の電気通信事業者に負担を求める接続費用（ソフト開発費用
を含む。）について、一般の利用者への役務提供に要する費用との費用構
造上の相違を反映した算定方法に関する貴社としての具体的な導入案を
早急にとりまとめること」が求められた。ＮＴＴからはこれを受けて報告
（「事業者間接続料金の設備要素ごとの費用の内訳及び費用範囲の明確化
について」（平成７年１１月２８日相接第３０８号））が行われ、そこにお
ける考え方及び事業者間の協議結果を反映させる形で、平成７年度・８年
度各々の接続料改定に際して、接続料の費用範囲の見直しが行われた。12 

 

                                                   
12 平成７年度の接続料では、①個別利用者対象の販売促進活動にかかる費用、②テレホンカ
ード販売委託費、③個別サービスの広告費用、④医療研究費用、⑤ＮＴＴグループ経営戦略
等の企画業務に要した費用、⑥企業通信試験研究費等が費用範囲から除外された。平成８年
度の接続料では更に、①宣伝費用（会社全体のイメージ広告等）、②利用者向けＬＡＮ構築
にかかる試験研究費等が費用範囲から除外された。 
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２ 接続会計に基づく接続料算定制度の創設 
 
（１）接続料の原価算定における費用範囲の考え方については、接続会計を設定

することで、より厳密にこれを定めることが電気通信審議会答申「接続の
基本的ルールの在り方について」（平成８年１２月９日）において提言さ
れた。13 

 
（２）これを受けて、電気通信事業法の一部を改正する法律（平成９年６月２０

日法律第９７号）、指定電気通信設備接続会計規則（平成９年１２月１９
日郵政省令第９１号）14、指定電気通信設備の接続料に関する原価算定規
則（平成９年１２月１９日郵政省令第９２号）15により、指定設備管理部
門16と指定設備利用部門17からなる接続会計の創設と、指定設備管理部門の
費用を基礎とした接続料の算定について法令の整備が行われた。 

 
 

                                                   
13 第４節１（３）において、次のとおり接続料の原価算定に含まれる費用範囲の明確化につ
いて述べている。 
「具体的には、接続料金原価は、接続会計において設備の区分ごとに集計・区分した不可
欠設備管理部門の費用を基礎として算定しなければならないこととする。これにより、営
業費は接続に関連がないため原則的に接続料金原価から除外される。また、試験研究費に
ついても、不可欠設備の管理運営に要することが明確にされたもののみが接続料金原価に
算入され、それ以外の部分は原価から除外される。 
 さらに、保守費や不可欠設備管理部門と他部門との間の共通費・間接費等の費用も、接
続会計におけるＡＢＣ手法の導入などにより、「接続との関連性」を厳密に反映して各設
備の区分毎に適正に帰属させることとする。」 
 これを踏まえて接続会計の枠組みについて検討する「電気通信事業接続会計研究会」が郵
政省において開催され、その報告書が平成９年９月に公表された。 
14 なお、接続会計の取扱の細則については、ＮＴＴ宛「指定電気通信設備接続会計規則の取
扱等について」（平成１０年６月１９日電業第３７号）（ＮＴＴ東日本・西日本宛「従来よ
り対処を求めていた事項について」（平成１２年９月１９日郵電業第３０７４号の３）によ
り現在はＮＴＴ東日本・西日本について適用。）が発出されている。 
15 平成１２年１１月に廃止され、現在は接続料規則が適用されている。 
16 指定電気通信設備及びその管理運営に必要な資産及び費用並びに当該設備との接続及び
当該設備の提供に関連する収益を整理するために設定される会計単位。 
17 電気通信役務の販売その他の電気通信事業に属する活動（指定電気通信設備及びその管理
運営を除く。）に必要な資産及び費用並びに当該活動に関連する収益を整理するために設定
される会計単位。 
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図表１２ 接続会計の概念図 

 
 
（３）接続会計に基づく接続料の再計算は平成１１年度より行われ、平成６年度

のものに対比して４６パーセントの引下げ（中継交換機接続で３分間通話
した場合）が実現した。 

 

利用者

サービスの提供

接続事業者 ＮＴＴ指定設備利用部門

利用者料金

設備

提供

接続料は基本的に同一接続料は基本的に同一接続料は基本的に同一接続料は基本的に同一

ＮＴＴ指定設備管理部門

接
　
続

接続料接
　
続

接続料

...
振替
接続料

接続事業者

接
　
続

接続料

サービスの提供利用者料金サービスの提供

利用者料金



 30 

３ 長期増分費用方式の導入 
 
（１）接続料の算定については、従来からの実際費用方式では指定電気通信設備

における非効率性を接続料の原価算定上除外することが出来ない点が問
題として指摘されていた。 

 
（２）そこで、経済理論上非効率性を除外して費用を算定する方式と解されてい

る長期増分費用方式18を導入する方針が平成１０年の「規制緩和推進３か
年計画」等により政府の方針として出された。1920そして、これを受けて、
平成１２年に電気通信審議会答申「接続料算定の在り方について」（平成
１２年２月９日郵通議第１２０号）においてその具体的な導入方策の在り
方について提言が行われた。 

 
（３）この審議会の提言を踏まえて長期増分費用方式を導入する根拠規定を設

ける電気通信事業法の一部を改正する法律（平成１２年５月１９日法律第
７９号）が制定され、更にその具体的な導入方策について規定する接続料
規則（平成１２年１１月１６日郵政省令第６４号）が制定された（１１月
１８日施行）。21長期増分費用方式は次の表のとおり、平成１２年度の接続

                                                   
18 電気通信審議会答申「接続料算定の在り方について」（平成１２年２月９日郵通議第１２
０号）では、「長期増分費用方式は、ネットワークを現時点で利用可能な最も低廉で最も効
率的な設備と技術を利用する前提でコストを算定するものであり、独占的な地域通信網の提
供における不効率性を排除した競争価格の水準を示すものと経済理論上は解されている」と
されている。 
19 次のとおり方針が出された。 
①「規制緩和推進３か年計画」（平成１０年３月３１日閣議決定） 
「長期増分費用方式の導入について、平成１０年度の接続会計の結果を踏まえて、平成
１１年度末までを目途に関係者の意見調整を図り、その取扱いを決定するなどの措置に
より、接続料の引下げを促進する。」 
②「規制緩和及び競争政策に関する日米間の強化されたイニシアティブ 第２回日米共同
現状報告」（平成１０年５月） 
「日本政府は、出来るだけ早期に接続料に長期増分費用方式を導入することができるよ
う、所要の電気通信事業法改正案を２０００年春の通常国会に提出する意図を有する。」 

③「規制緩和推進３か年計画」（平成１１年３月３１日閣議決定） 
「長期増分費用方式について、できるだけ早期に導入することができるよう、平成１２
年春の通常国会に所要の法案を提出する。」 

20 長期増分費用方式では、接続料原価の算定の基礎となる費用と資産を技術モデル（長期増
分費用モデル）により求めることとなるが、その長期増分費用モデルの構築については、郵
政省において開催された「長期増分費用モデル研究会」（平成９年３月２７日～平成１１年
９月１７日）で検討された。 
21 省令の制定に先駆けて、長期増分費用方式の具体的な導入方策に関して言及する「規制緩
和及び競争政策に関する日米間の強化されたイニシアティブ 第３回日米共同現状報告」
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料から導入されており、これによってＮＴＴ東日本・西日本の接続料収入
額のうち約５７％22を占める部分について長期増分費用方式が適用される
こととなった。 

 
 

図表１３ 接続料の単位である機能の区分と機能毎の接続料の原価算定方式 
機能の区分 説明 原価算定方式 

一 端末回線伝送機能 加入者回線（ドライカッパ） 実際費用方式（＊１） 
 加入者回線（電話重畳） 実際費用方式（＊１） 
 ＰＨＳ基地局回線 実際費用方式（＊１） 
 光ファイバ回線（ダークファ

イバ） 
実際費用方式（＊３） 

 専用線端末回線 実際費用方式（＊２） 
二 端末系交換機能 ＧＣ交換機 長期増分費用方式（但し

番号ポータビリティに
ついては実際費用方式
（＊３）） 

 優先接続機能 実際費用方式（＊３） 
三  Ｉインタフェース加入者モ
ジュール折返し機能 

ＩＳＭ（定額） 実際費用方式（＊３） 

四 市内伝送機能 ＧＣ－ＧＣ回線 長期増分費用方式 
五 中継系交換機能 ＺＣ交換機 長期増分費用方式 
六 中継伝送機能 ＧＣ－ＺＣ回線（共用型） 長期増分費用方式 
 ＧＣ－ＺＣ回線（専用型） 実際費用方式（＊２） 
 光ファイバ回線（ダークファ

イバ） 
実際費用方式（＊３） 

六の二 ルーティング伝送機能 地域ＩＰ網 実際費用方式（＊３） 
七 通信路設定伝送機能 専用線 実際費用方式（＊２） 
八 信号伝送機能 信号網 長期増分費用方式 
九 呼関連データベース機能 呼関連データベース 実際費用方式 
十 番号案内機能 番号案内 実際費用方式（＊４） 
十一 手動交換機能 オペレータによる交換 実際費用方式（＊４） 
十二 公衆電話機能 公衆電話 実際費用方式（＊１） 
十三 端末間伝送等機能 キャリアズレート 実際費用方式（＊５） 
＊１：加入者回線のモデルについて、地中化の実態を踏まえる必要。 
＊２：専用線についてモデル作成が行われていない。 
＊３：新しい機能であり、モデル作成が行われていない。 
＊４：平成１０年度に行われた全面委託化が長期増分費用モデルに反映されていない。 
＊５：利用者料金からの割引により算定。 
 

 

                                                                                                                                                      
（平成１１年７月）が平成１２年７月２２日の日米首脳会談において日米両首脳に対して報
告されている。 
22 ＮＴＴ東日本･西日本による平成１２年度についての予測値。 
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（４）長期増分費用方式の具体的な導入方策としては、饋線点ＲＴ（Remote 
Terminal: 遠隔収容装置）のコストを加入者交換機の接続料の中で回収す
る、『長期増分費用モデル研究会報告書』（平成１１年９月）で提言された
長期増分費用モデルのケースＡを原価算定の基礎として採用することと
され（接続料規則別表第一の一）、次のとおり、平成１２年度から１４年
度までの段階的実施を可能とすることとされた。（接続料規則附則第７条
から第１０条、第１６条） 

 
① 平成１０年度の接続料との比較で、加入者交換機（ＧＣ）接続▲２２．
５％、中継交換機（ＺＣ）接続▲６０．１％の引下げを行うこと（具体的
には平成１０年度トラヒックの使用を可能とすること）。（附則第７条） 
② ３年間での段階的実施を可能とすること。（図表１４参照）（附則第８
条第１項、同第９条） 
③ ②の場合の前半２年間に前倒し実施する具体的な方法(最低限の前倒
し率)。（附則第８条第２項） 
④ 平成１２年度接続料を平成１２年４月１日に遡及適用することを可能
とすること。(附則第１０条) 
⑤ 平成１４年秋（省令施行後２年を目途）に見直しを行うこと。（附則第
１６条） 

 
 

図表１４ 長期増分費用方式の段階的実施（ＧＣ接続の場合） 
    

*１ 5.57-(5.57-1999年度データ使用2002年度料金)×45%及び4.50
のうち大きい方の数値を採る。

*２ 5.57-(5.57-1999年度データ使用2002年度料金)×70%及び4.50
のうち大きい方の数値を採る。

註:

1.ＮＴＴ東日本・西日本の経営状況が好転すれば

２００２年度料金において２２．５％を超える引下
げが実現するだろう。

2.「ケースＡ」の見直し（トラヒックデータ等）及び

「ケースＢ」の導入可能性についての検討

3.53.53.53.5

4444

4.54.54.54.5

5555

5.55.55.55.5

1999 年度トラヒックデータを使用した前倒し引下げ年度トラヒックデータを使用した前倒し引下げ年度トラヒックデータを使用した前倒し引下げ年度トラヒックデータを使用した前倒し引下げ

4.60円円円円

モデル見直し終モデル見直し終モデル見直し終モデル見直し終
了了了了((((２００２２００２２００２２００２年秋年秋年秋年秋))))

基本的枠組:３年間で▲22.5%引下げ (GC、１９９８年度トラヒック)
円/3分

1999年度 2000年度 2001年度 2002年度

5.57円円円円 4.95円円円円
4.50円円円円

１９９８年度

５．８１円

▲▲▲▲45%（＊１）（＊１）（＊１）（＊１） ▲▲▲▲70%（＊２）（＊２）（＊２）（＊２）



４ 長期増分費用方式における見直し 
 
（１）接続料の水準は上述のとおり、平成６年度以来の制度の改正や費用削減、

トラヒック増を受けて引き下げられてきたが、中継系事業者等の接続事業
者の接続料負担は依然として少なくなく、又、国際的水準に照らしても我
が国の接続料は十分低廉化したとは言えない。 

 
 
図表１１ 接続事業者がＮ

合（平成１１年度
(1) 中継系事業者 

収入合計 ＮＴＴ東
５，８４２億円 

注：国内電話・ＩＳＤＮに係る
 
(2) 移動体通信事業者 

収入合計 ＮＴＴ東
６８，３７８億円 

注：携帯電話・ＰＨＳ・無線呼

平成６年度 ７年度 ８年度

（電話の場合）

注：３分課金制が採られていた平成６・７年

*19.78円*19.78円*19.78円*19.78円
/３分

*16.45円*16.45円*16.45円*16.45円
/３分 14.48円14.48円14.48円14.48円

/３分

6.36.36.36.3
/３

３分課金制　　秒課金
課金方式の変更

 
図表１５ 接続料の低廉化
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ＴＴ東日本・西日本に支払う接続料の収入に占める割
） 

日本・西日本に支払う接続料合計 接続料の収入に占める割合 
１，９３４億円 ３３．１％ 

分のみの合計。 

日本・西日本に支払う接続料合計 接続料の収入に占める割合 
３，０２７億円 ４．４％ 

出の合計。 

 

９年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度

中継交換機接続
加入者交換機接続

度の接続料は、現在の秒課金制料金に換算した場合の料金。

10.64円10.64円10.64円10.64円
/３分

11.98円11.98円11.98円11.98円
/３分

12.93円12.93円12.93円12.93円
/３分

7.65円7.65円7.65円7.65円
/３分

5.88円5.88円5.88円5.88円
/３分

1円1円1円1円
分

4.60円4.60円4.60円4.60円
/３分

4.95円4.95円4.95円4.95円
/３分

5.57円5.57円5.57円5.57円
/３分

5.81円5.81円5.81円5.81円
/３分

6.19円6.19円6.19円6.19円
/３分

4.50円4.50円4.50円4.50円
/３分

制

4.78円4.78円4.78円4.78円
/３分

７６％減
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図表１６ 接続料の国際比較 

 
 
（２）接続料の更なる見直しに向けて、平成１２年９月より第２次の長期増分費

用モデル研究会が開催されて、１４年２月頃迄を目途に長期増分費用モデ
ルの見直しの作業を行っている。長期増分費用モデルの見直し結果が出た
後は、そのモデルの適用の是非を含め、新たな接続料の原価算定の在り方
について検討が行なわれる。 

 
【参考】 
長期増分費用モデル研究会における検討項目 
(1) 饋線点ＲＴその他ＮＴＳ(Non-Traffic Sensitive)コストの対象範囲 
(2) 耐用年数 
(3) ロジック及び入力データ 
(4) 端末回線 
(5) ユニバーサル・コスト算定 
                等 

2001年（平成13年）1月現在

2000年度

米国
（ﾍﾞﾗｲｿﾞﾝ･

ﾆｭｰﾖｰｸ）

英国

（BT）
フランス

（ﾌﾗﾝｽ･ﾃﾚｺﾑ）

ドイツ

（ﾄﾞｲﾂ･ﾃﾚｺﾑ）

※注4※注2 ※注3

2001年度 2002年度

※注1

4.95円 1.86円
（1.11ﾍﾟﾝｽ）

2.09円
（13.92ｻﾝﾁｰﾑ）

2.59円
（5.13ﾍﾟﾆﾋ）

加入者交換機

（ＧＣ）
接続の場合

2.16円
（2.02ｾﾝﾄ）

4.60円 4.50円

3.38円
（3.16ｾﾝﾄ）

7.65円 2.70円
（1.61ﾍﾟﾝｽ）

4.30円
（28.57ｻﾝﾁｰﾑ）

5.58円
（11.07ﾍﾟﾆﾋ）

中継交換機
（ＺＣ）

接続の場合

5.88円 4.78円

1999年度1998年度

10.64円

5.57円5.81円

11.98円

日本
（NTT東日本・西日本）

注1： 日本の2000年度以降の接続料は、長期増分費用方式（ＬＲＩＣ）に基づく料金変更。

注2： フランスの接続料には、年額の定額料金を分あたり料金に換算した上で加算している。

注3： ドイツの中継交換機接続の場合の料金は、距離段階50～200kmの市外通話の場合の料金である。

注4： 米国の料金は、州際ｱｸｾｽﾁｬｰｼﾞの料金であり、加入者回線コストの一部である回線あたりの月額料金（PICC）を、分あたり料金に
換算した上で加算している。なお、このPICCは、2000年7月より事務用複数回線などを除き廃止されたが、廃止相当分（3分間で0.64
円）はユーザ向けの定額料（SLC）に転嫁され、SLCは月3.5ﾄﾞﾙ／回線→月4.35ﾄﾞﾙ／回線へと0.85ﾄﾞﾙ（約92円）値上げされた。

注5： 為替レートは、1ドル＝106.83円、1ポンド＝167.74円、1フラン＝15.04円、1マルク＝50.43円で換算。

　　　　(2000年上半期平均：IMF「International Financial Statistics, August 2000」)
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５ 事業者向け割引料金の導入 
 
（１）事業者向けの料金としては、細分化（アンバンドル）された網の一部を利

用する場合に適用される従来からの接続料の他に、利用者向けに役務とし
て提供される単位で網を利用する場合に適用されることになる事業者向
け割引料金（キャリアズレート）が考えられる。 

 
（２）この導入については、「日本電信電話株式会社法附則第二条に基づき講ず

る措置」（平成２年３月３０日決定、同年５月１８日郵政省告示第２８８
号）においても「アクセス回線料金の低廉化による利用者負担の軽減及び
電気通信事業者間のイコールフッティングの確保の観点から、電気通信事
業者用割引料金（キャリアーズレート）の導入を推進する」旨が方針とさ
れており、平成３年１月から、ＮＴＴ（現エヌ・ティ・ティ・コミュニケ
ーションズ株式会社）の提供するＩＳＤＮパケット網について、電気通信
事業法現第３９条の３第２項の約款外役務として事業者向け料金が設定
されている。 

 
（３）平成１１年に郵政省からＮＴＴ東日本・西日本に対して、「接続料の算定

に関する事項について」（平成１１年８月３１日郵電業第１０１号）によ
り専用線について事業者向け割引料金を設定することを求め、23両社にお
いてその実現に向けた準備が開始された。 

 
（４）平成１２年１１月１８日には、事業者向け割引料金を導入するための根拠

規定となる接続料規則（第４条、第８条第３項、第１８条、附則第１４条）
が施行され、ＮＴＴ東日本・西日本より１２月１３日に所要の接続約款変
更の認可申請が行われた。その際の割引率は、接続料規則第８条第３項に
おいては利用者料金と接続料の費用範囲の差を考慮して定めることとさ
れているが、ＮＴＴ東日本・西日本は、専用線の第二種電気通信事業者へ
の提供が法人営業部門を介して行われている現状を踏まえて省令上の原
則を修正して割引率を定めた。 

                                                   
23 記５において、次のとおり措置を求めた。 
「５ バンドルされたネットワークの利用について 

 他事業者による専用線の利用については、現在端末回線線端接続において利用者向
け料金が準用されているが、これを見直し、同様な形態による約款外役務も含め、利
用者向け料金との対応費用範囲の差異を考慮した割引料金を適用するため、貴社にお
いて基本的な考え方と、導入に向けての具体的なスケジュールを検討し、明らかにす
ること。」 
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（５）ＮＴＴ東日本・西日本の申請案は平成１３年１月３１日に認可されたが、

割引率については、「法人営業部門の対応が不要な事業者には選択的に大
きな割引率をとること等を基本とした考え方を含め、・・・更に議論を尽
く」すべきことが本審議会で要望され、引き続き検討が行われた（第Ⅲ章
において後述）。 

 
 
図表１７ 専用線の事業者向け割引料金（キャリアズレート）の設定例 
・高速デジタル伝送サービス・ＡＴＭ専用サービスの割引率 
 契約額 

契約期間 
～100万円 100万円超 

～200万円 
200万円超 
～500万円 

500万円超 
～1000万円 

1000万円超 
～3000万円 

3000万円超
～ 

３年未満 
 

▲8.6% ▲11.3% ▲12.3% ▲13.2% ▲14.1% ▲15.0% 

３年以上 
６年未満 

▲15.0% ▲17.5% ▲18.4% ▲19.2% ▲20.1% ▲20.9% 

６年以上 
 

▲18.7% ▲21.1% ▲21.9% ▲22.7% ▲23.5% ▲24.3% 
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６ 接続料と利用者料金との関係 
 
 
（１）接続料の水準と利用者料金の水準との関係については、第一次答申におい

て、「接続料がいわば『卸売的料金』であり、利用者料金が『小売的料金』
であることに鑑みると、利用者料金が接続料の水準を下回ることは、一般
的には公正競争上適切ではないと考えられる」とした。 

 
（２）これに関しては、平成１１年度よりＮＴＴ東日本・西日本において接続料

と利用者料金との比較がなされてきており、24平成１２年度においては次
表の結果が公表されている（平成１２年１２月１３日）。 

 
 
図表１８ 利用者向け料金と接続料の水準の比較（ＮＴＴ東日本・西日本公表資料） 

(単位：億円) 

区  分 ①利用者料金 ②接続料相当 ①－② 

加入電話・基本料 12,897 11,130 1,767 

加入電話・通信料（県内通信） 7,721 4,928 2,793 

ＩＳＤＮ・基本料 2,325 1,482 843 

ＩＳＤＮ・通信料（県内通信） 2,373 2,010 363 

公衆電話(デジタル公衆含む) 505 703 ▲198 

番号案内 352 440 ▲88 

高速デジタル伝送（県内専用） 1,435 990 445 

ＡＴＭ専用（県内専用） 71.1 60.2 10.9 

ＩＰルーティング網接続専用 2.96 2.73 0.23 

一般専用（県内専用） 1,349 1,313 36 

注１）①利用者料金は、平成 11 年度の営業収益のうち、県間分を除く県内分（ＮＴＴ東
西の業務範囲）である。（電話・ＩＳＤＮは音声役務損益明細表(通年試算値)の東西
合算値ベース、専用は９月末施設数を年換算（12 倍）したベース。） 

注２）②接続料相当は、①のサービスで使用する設備ごとの需要数に今回申請する接続料
を乗じて算定。 

 
 

                                                   
24 ＮＴＴ東日本・西日本宛「接続料の算定に関する事項について」（平成１１年８月３１日
郵電業第１０１号）記１において、「貴社のサービスの利用者向け料金とそのサービスの提
供に係る貴社の指定電気通信設備利用部門の振替接続料との関係について、これが反競争的
でないことを検証すること」が求められたことを受けたもの。 
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（３）その上で第一次答申は、①ＮＴＴ東日本・西日本が接続料と利用者料金と

の関係について今後とも検証を継続し、接続会計において内部相互補助が
なされていないか情報開示を行うこと、25②現在保留秒数によっては接続
料との逆転がある定額的な利用者料金を適切な方式で下回る定額的な接
続料が設定される必要があること（後述）について提言した。 

 
（４）この他第一次答申では、「接続料などの接続条件の設定が、自社サービス

の利用者料金等の設定よりも遅れることは公正競争条件確保の観点から
基本的には問題があると考えられる」として、「指定電気通信設備を設置
する事業者においては、自社のサービス開始より前に、或いは少なくとも
ほぼ同時期に接続条件の設定を行うよう努めるべきである」との提言を行
った。総務省においてはこれを受けて、ＮＴＴ東日本・西日本に対して指
導を行った。26 

                                                   
25第一次答申の提言を受けたＮＴＴ東日本・西日本宛「接続料と利用者料金との関係等につ
いて」（平成１３年１月３１日総基料第１６号）記１では、「接続料の算定に関する事項に
ついて」（平成１１年８月３１日郵電業第１０１号）記１を改訂し、「貴社のサービスの利
用者料金とそのサービスの提供に用いられている機能毎の貴社の指定電気通信設備利用部
門の振替接続料との関係について、平成１３年度以降も引き続きこれが反競争的でないこと
を検証すると共に、接続会計において内部相互補助に関して検証し、これらについて公表す
ること」を求めている。 
26 第一次答申の提言を受けたＮＴＴ東日本・西日本宛「接続料と利用者料金との関係等につ
いて」（平成１３年１月３１日総基料第１６号）記２では、「接続約款において記載されて
いない機能を用いて、指定電気通信設備を利用したサービスを新たに開始する場合には、当
該サービスの開始より前、或いは少なくともほぼ同時期に当該機能に係る接続条件を設定し、
これを接続約款に定めるよう努めること」を求めている。 
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第４節 技術的条件 

 
（１）電気通信審議会答申「接続の基本的ルールの在り方について」（平成８年

１２月１９日）では、「他事業者、参入を計画する者が自ら接続の技術的
な検討を行うことを容易にするとともに、接続に要する期間を短縮するた
めには、接続において必要となる技術的条件が明確にされ、公開されるこ
とが必要である」として、指定電気通信設備を設置する事業者が技術的条
件を接続約款に規定するべきことを提言した。 

 
（２）これを受けて、電気通信事業法の一部を改正する法律（平成９年６月２０

日法律第９７号）により、標準的接続箇所（「他の電気通信事業者の電気
通信設備を接続することが技術的及び経済的に可能な接続箇所のうち標
準的なもの」）における技術的条件を接続約款に規定すべきことが定めら
れた。 

 
（３）上記の標準的接続箇所は、電気通信事業法施行規則の一部を改正する省令

（平成９年１１月１３日郵政省令第８１号）により５箇所が定められた。
これはその後の省令改正により増加しており、平成１３年５月現在、電気
通信事業法施行規則第２３条の４第１項により次の１１箇所が定められ
ている。 

 
① 端末系伝送路設備と利用者の設備との間 
② 市内交換局の主配線盤（電気信号の伝送に係るもの） 
③ 市内交換局の主配線盤（光信号の伝送に係るもの） 
④ 市内交換局内の伝送装置における、端末系伝送路設備の反対側の箇所 
⑤ ＩＳＭにおける、端末系伝送路設備の側の箇所 
⑥ 端末系交換等設備と伝送路設備との間の伝送装置 
⑦ 端末系交換等設備における端末系伝送路設備の側の箇所 
⑧ 中継交換局内の主配線盤（光信号の伝送に係るもの） 
⑨ 中継系交換等設備と伝送路設備との間の伝送装置 
⑩ 中継交換局内のルータ 
⑪ 信号用伝送装置 
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第５節 網機能計画 
 
（１）電気通信審議会答申「接続の基本的ルールの在り方について」（平成８

年１２月１９日）では、不可欠設備において接続を前提としない網構築
が行われていたことによって網改造に多大な時間と費用を要している27

ことに問題があるとして、「不可欠設備に関する網機能の追加・変更に
関する情報を記載した網機能提供計画の公表を義務づけることが適当」
であり、「網機能提供計画に他事業者の意見を反映させるための手続を
整え、さらに他事業者の意見反映を担保するための国による関与の手続
を整える必要がある」とする提言を行った。 

 
（２）これを受けて、電気通信事業法の一部を改正する法律（平成９年６月２

０日法律第９７号）及び電気通信事業法施行規則の一部を改正する省令
（平成９年１１月１３日郵政省令第８１号）により、大要次のような手
続が定められた。 

 
① 指定電気通信設備を設置する第一種電気通信事業者は、原則として当

該指定電気通信設備の機能の変更又は追加の計画を有するときは、そ
の計画を当該工事の開始の日の原則として２００日前までに総務大臣
に届け出なければならない。（電気通信事業法第３９条の２第１項、電
気通信事業法施行規則第２４条、第２４条の２） 

② その場合において、当該事業者は原則として、届け出た計画の概要を
届出の日から３０日以内に官報に掲載すると共に、７日以内に営業所
において閲覧に供することでこれを公表しなければならない。（電気
通信事業法第３９条の２第２項、電気通信事業法施行規則第２４条の
３） 

③ 総務大臣は、届出のあった計画の実施により他の事業者の設備と指定
電気通信設備との円滑な接続に支障が生ずる虞があると認めるときは、
その計画を変更すべきことを勧告することができる（電気通信事業法
第３９条の２第３項）。 

 

                                                   
27 例えば、第二電電株式会社（当時）、日本テレコム株式会社、日本高速通信株式会社（当
時）がＶＰＮサービスを提供するのにあたっては、ＮＴＴの「メンバーズネット」サービス
とは別途に網改造を要することとなり、サービスの実現に６年弱（平成元年の接続申し入れ
から平成７年のサービス開始まで。）かかり、また、創設費ベースで二十数億円を要するこ
ととなった。 
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第６節 機能の細分化（アンバンドル） 
 
１ 機能の細分化 
 
（１）電気通信審議会答申「接続の基本的ルールの在り方について」（平成８

年１２月１９日）では、不可欠設備の機能の細分化は、他事業者が多様
な接続を実現するために必要なものであることから、競争の促進及び相
互接続の推進の観点から積極的にこれを推進すべきであるとした上で、
当初、７つの設備についてアンバンドルすることが適当であるとした。 

 
【参考】７つの設備（平成８年、電気通信審議会答申） 

 
(1) 加入者側終端装置 
(2) 加入者回線 
(3) 加入者交換機 
(4) 中継交換機 
(5) 市内伝送設備 
(6) 中継伝送設備 
(7) 信号網 

 
（２）接続料の単位となる機能の設定は、電気通信事業法の一部を改正する法律

（平成９年６月２０日法律第９７号）を受けて、電気通信事業法施行規則
の一部を改正する省令（平成９年１１月１３日郵政省令第８１号）により
行われて、当初１１の機能が設定された。 

 
（３）平成１２年、１３年には、高速インターネット接続サービスのための利用

の需要に応えて機能の細分化が行われており、平成１３年４月２０日に公
表された電気通信事業法施行規則及び接続料規則の一部を改正する省令
案による改正が行われれば、接続料規則第４条により次の２６の機能が設
定されることになる。 

 
【参考】２６の機能（平成１３年、接続料規則第４条） 
 
(1) 帯域透過端末回線伝送機能 
(2) 帯域分割端末回線伝送機能 
(3) 基地局設備用端末回線伝送機能 
(4) 光信号端末回線伝送機能（帯域が制限される場合におけるもの） 
(5) 光信号端末回線伝送機能（帯域が制限されない場合におけるもの） 
(6) その他端末回線伝送機能 
(7) 加入者交換機能 
(8) 優先接続機能 
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(9) Ｉインタフェース加入者モジュール折返し機能 
(10) 市内伝送機能 
(11) 中継系交換機能 
(12) 中継伝送共用機能 
(13) 中継伝送専用機能（対象設備が事業者の建物内に設置される場
合におけるもの） 

(14) 中継伝送専用機能（対象設備が事業者の建物外に設置される場
合におけるもの） 

(15) 光信号中継伝送機能（帯域が制限される場合におけるもの）（対
象設備が事業者の建物内に設置される場合におけるもの） 

(16) 光信号中継伝送機能（帯域が制限される場合におけるもの）（対
象設備が事業者の建物外に設置される場合におけるもの） 

(17) 光信号中継伝送機能（帯域が制限されない場合におけるもの）
（対象設備が事業者の建物内に設置される場合におけるもの） 

(18) 光信号中継伝送機能（帯域が制限されない場合におけるもの）
（対象設備が事業者の建物外に設置される場合におけるもの） 

(19) ルーティング伝送機能 
(20) 通信路設定伝送機能 
(21) 信号伝送機能 
(22) 呼関連データベース機能 
(23) 番号案内機能 
(24) 手動交換機能 
(25) 公衆電話機能 
(26) 端末間伝送等機能 
 
（注）所謂「ドライカッパ」と言われるものは(1)、所謂「ラインシ
ェアリング」と言われるものは(2)、所謂「ダークファイバ」と
言われるものは(4)・(5)・(15)～(18)が相当する。 
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２ 加入者回線の細分化 
 
（１）加入者回線における細分化については、平成１１年８月に郵政省からＮＴ

Ｔ東日本・西日本に対して電話との重畳やスプリッタのコロケーションを
含めたＭＤＦ（主配線盤）での接続を試験的に行うことが求められ、28同
年１２月に開始された。 

 
 

図表１９ ドライカッパの設備構成図 

 
 

図表２０ ラインシェアリングの設備構成図 

 
 
（２）半年間の技術的検証の結果、ＭＤＦでの接続及びＤＳＬサービスにおいて

技術的問題点が認められなかったことから、平成１２年７月に郵政省から
ＮＴＴ東日本・西日本に対してＭＤＦでの接続の全国拡大が求められ、29こ
れが実行された。 

                                                   
28 「ＤＳＬ（デジタル加入者回線）の接続について」（平成１１年８月３１日郵電業第１０
１号の２）により、「電話との重畳やスプリッタのコロケーションを含めたＭＤＦ（主配線
盤）による接続を試験的に可能とすること」が求められた。 
29 「ＤＳＬ（デジタル加入者線）の普及促進及びＭＤＦ（主配線盤）等における接続につい
て」（平成１２年７月３１日郵電技第３０１１号）において、「接続事業者から要望のある
すべてのエリアについて、接続事業者がそれらのエリアでＤＳＬサービス（ＡＤＳＬ、ＳＤ
ＳＬ、その他のＤＳＬサービス）及びその他接続事業者が提供を希望するサービスの提供が
できるように、ＭＤＦ等における接続（電話との重畳やＤＳＬ装置・スプリッタ等のコロケ
ーションを含む。）の請求に応じること」が求められた。 

ＭＤＦ

ＩＳＰＤＳＬＡＭ

収容局

帯域透過端末回線伝送機能 ＤＳＬ事業者の設備

加入者宅

ＭＤＦ

ｽﾌﾟﾘｯﾀ ＩＳＰＤＳＬＡＭ

電話

収容局

帯域分割端末回線伝送機能

電話網

ＧＣ交換機

ＤＳＬ事業者の設備

加入者宅
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（３）ＭＤＦでの接続に関する接続料その他の条件については、同年ルール整備
が進められ、電気通信事業法施行規則の一部を改正する省令（平成１２年
９月１２日郵政省令第５３号）30及び指定電気通信設備の接続料に関する
原価算定規則の一部を改正する省令（平成１２年９月１２日郵政省令第５
４号）31により、帯域透過端末伝送機能（所謂ドライカッパ）及び帯域分
割端末伝送機能（所謂ラインシェアリング）が接続料を定めるべき単位と
して新設され、また、ＭＤＦなどが新たに技術的条件が規定されるべき標
準的接続箇所とされた。32（ＭＤＦでの接続に関しては、並行して建物内
への接続用設備の設置（コロケーション）についてのルール整備も行われ
た（後述）。） 

 
（４）ＭＤＦでの接続の際の接続料については、ＮＴＴ東日本・西日本から同年

１１月１４日に認可申請があり、１２月１５日に電気通信審議会答申での
指摘33を踏まえた補正が行われ、即日認可された。 

                                                   
30 機能の細分化に関しては現在は接続料規則第４条において規定。 
31 現在は接続料規則において規定。 
32 同時期に、郵政省からＮＴＴ東日本・西日本に発出された「指定電気通信設備のアンバン
ドル等に関して講ずべき措置について」（平成１２年９月１９日郵電業第３０７４号）にお
いて、「帯域分割端末回線伝送機能の接続料の原価算定において、利用者料金で回収される
べき費用など、接続と直接関係のない費用が含まれないようにすること」が求められた。 
33 電気通信審議会「答申書」（平成１２年１２月１５日郵通議第３１９９号）記１では、「主
配線盤（ＭＤＦ）での接続に関する接続料については、ＤＳＬサービスの加入者数が少ない
ことから、十分なコストデータが得られていない面があ」り、「当面暫定的な形でＮＴＴ東
日本・西日本等から現在得られている情報の中でその料金を判断し、決定することもやむを
得ないと考えられる」としつつ、次の点が確保された場合には認可することが適当とした。
（下表参照） 
① 回線データベース管理業務相当の算入額（申請案では１回線月額２０３円。）及び料
金請求・回収等費用相当の算入額（申請案では１回線月額１３６円。）は、近似的と考
えられる電話の加入者回線に係る費用により設定すること 

② 事業者間の料金請求のうち料金計算費用相当（１回線月額１９円を超えない額。）以
外を請求毎の料金（１請求月額１２８円等を超えない額。）により回収すること 

③ 故障受付対応相当の算入額（申請案では１回線月額４１円。）は、初期工事による故
障によるもの以外で接続事業者の個別の要望によりＮＴＴ東日本・西日本が故障受付
対応を行う場合を除き、接続約款に定める金額には算入しないこと 

項 目 申請案 補正結果 
回線データベース管理業務 ２０３円 １３８円 
料金請求・回収等費用 １３６円 １９円※ 
追加ＭＤＦ ３０円 ３０円  
故障受付対応 ４１円 － 

合  計 ４１０円 １８７円※ 
※この他に請求毎に１２８円 
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（５）現在までの、ＭＤＦ接続によるＤＳＬサービスの提供状況は次の表のとお

りである。 
 

図表２１ ＭＤＦ接続によるＤＳＬサービス加入者数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【参考】ＤＳＬサービス全体の加入者数 
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３ 光ファイバ設備の細分化 
 
（１）光ファイバ設備の細分化については、平成１２年８月に電気通信審議会か

ら検討の場を設けることが郵政省に要望された34のを契機とし、接続ルー
ルの見直しの議論において検討されることとされた。 

 
（２）接続ルールの見直しの検討の中で出された第一次答申では、光ファイバ設

備の細分化の必要性について、「①需要が顕在化してきていること、②そ
の中で接続の請求への拒否が行われるなど円滑な接続が実現していない
こと、③これにより、今後高速サービスの提供のための基幹的な位置づけ
を持つ、不可欠設備である光ファイバ設備が適正な条件で提供されない状
況が生じていることから、事業者間の個別協議に委ねることは適切ではな
く、端末系伝送路設備、中継伝送路設備の各々について、伝送装置を介さ
ないアンバンドルされた形態での接続が行われることを早急に確保する
べきである」と総括された。 

 
 

図表２２ 光ファイバの設備構成図 

 
 
（３）その上で、第一次答申により提言された光ファイバ設備の細分化の緊急確

保35については、平成１２年１２月２１日に郵政省よりＮＴＴ東日本・西

                                                   
34 電気通信審議会「答申書」（平成１２年８月３１日郵通議第３０７６号）において、「光
ファイバのアンバンドルについては、具体的な需要動向も顕われてきて」いるとして、「光
ファイバのアンバンドルについて、速やかに検討の場を設けること」が要望された。 
35 第一次答申第Ⅲ章３（３）「光ファイバ設備のアンバンドルの緊急確保」において、「郵政
省令の改正が行われる迄の間にあっても、自サービスの開始時期を目途に、光ファイバ設備
の他事業者に対するアンバンドルされた形態での接続がＮＴＴ東日本・西日本において緊急
に確保されるべきである」とされた。 

ＣＴＦ

ＩＳＰ他事業者設備

収容局
加入者宅

光信号端末回線伝送機能

ＣＴＦ

光信号中継伝送機能

中継局

ＣＴＦ
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日本へ要請36がなされ、ＮＴＴ東日本・西日本より同年１２月２６日にＮ
ＴＴ東日本・西日本において光ファイバ設備の接続の暫定的な条件37の報
告及び公表がなされると共に、ＮＴＴ東日本と東京めたりっく通信株式会
社との間で、端末系伝送路と中継伝送路における光ファイバ設備との接続
に関して、電気通信事業法第３８条の２第７項の規定に基づく接続協定の
締結が行われ、同日認可された。 

 
（４）第一次答申はまた、光ファイバ設備の細分化の制度的確立及び関連のルー

ル整備について提言を行っており、38これを受けて平成１３年４月６日に
電気通信事業法施行規則の一部を改正する省令（平成１３年総務省令第５
９号）、接続料規則の一部を改正する省令（平成１３年総務省令第６０号）
が公布・施行された。これにより、光ファイバ設備の細分化等が法令上規
定され、中継伝送路設備（局内・局外）、端末系伝送路設備、ビル内配線
の光ファイバ設備についての接続料や光ファイバの敷設状況等の情報開
示等について接続約款上規定されることとなった。39 

                                                   
36 「光ファイバ設備の接続について」（平成１２年１２月２１日郵電業第３１３５号の３）
において、次の事項を踏まえた措置が求められた。 
① 接続事業者との公正競争を確保するため、貴社の「光・ＩＰ通信網サービス（仮称）」の
提供開始と原則として同時期に、伝送装置を介さない形でアンバンドルされた、端末系
伝送路と中継伝送路における光ファイバ設備の接続条件を暫定的に定め、これを早急に
公表して接続の請求に応じること 

② ①の接続条件のうち接続料は、所要の郵政省令の改正により設定されることとなるまで
の間は、端末系伝送路と中継伝送路について、暫定的に定めるものとすること 

37 接続料については、端末系伝送路設備については7,898円／芯・月＋157円／芯・月＋128
円／請求書・月、中継伝送路設備については100円／芯・m・年＋157円／芯・月＋128円／請
求書・月とされた。 
38 第一次答申第Ⅲ章３（２）「光ファイバ設備のアンバンドルの制度的確立」において、次
のとおり提言を行っている。 
「光ファイバ設備のアンバンドルが制度的に確立されるためには、①光信号の伝送に係る主
配線盤等における技術的条件が接続約款に記載されると共に、②端末系伝送路設備と中継伝
送路設備の双方について接続料が接続約款に明示されることが必要であり、そのための郵政
省令の改正が早急に行われる必要がある。この所要の省令改正は平成１３年初頭よりその手
続を行うものとすることが適当である。」 
また、同（５）「光ファイバ設備との接続に関するルール」においては、次のとおり提言を
行っている。 
「ＮＴＴ東日本・西日本においては、接続事業者において光ファイバ設備との接続が速やか
に行えるエリアを把握できるように、光ファイバ設備の敷設状況に関する情報開示を速やか
に行う必要がある。併せて、これに関連して必要なルールの作成に向けて、今後広く意見を
徴して取組みを行うべきである。」 
39 これを受けて平成１３年５月１５日にＮＴＴ東日本・西日本より認可申請が行われ、端末
系伝送路設備については5,537円／芯・月＋157円／芯・月＋128円／請求書・月、中継系伝
送路設備については4.29円／芯・m・月＋157円／芯・月＋128円／請求書・月、ビル内配線
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（５）また、４月２０日には光ファイバ設備との接続に係る手続等を整備するた

めの電気通信事業法施行規則及び接続料規則の一部を改正する省令案が
公表され、光ファイバ設備との接続に関する手続、標準期間、様式等につ
いて接続約款において規定されることとなった。 

                                                                                                                                                      
については1,000円／芯・月とされている。 
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４ インターネット向けネットワークのオープン化 
    
（１）定額制インターネットアクセス網のオープン化 
 

① ＮＴＴ東日本・西日本によってインターネットへの接続のために構築
されたネットワークについて、これが加入者回線等と一体として提供
する場合にはそのネットワークの利用について同等性が確保されな
いことが問題として指摘されてきた。 

 
② 平成１２年６月に契約約款が認可された完全定額性のインターネッ
ト向けアクセスサービスであるフレッツＩＳＤＮにおいて提供され
ている設備については、（イ）収容局での接続が円滑に行われないこ
と、（ロ）バックボーン部分について細分化されていないためにその
設備を同等に利用できないことが問題として指摘されてきた。 

 
 
図表２３ 「フレッツＩＳＤＮ」に用いられるネットワークの設備構成図 

 
 
③ これについては、 
（イ）収容局での接続を実現するためのＩインターフェース加入者モ

ジュール（ＩＳＭ）折返し機能の細分化が実現したこと（電気

ルータ

伝送装置

伝送装置

ＲＡＳ

ＩＳＭ

ＧＣ

Ｉインタフェー
ス加入者モジュ
ール折返し機能

バックボーン部分
ルーティング
伝送機能

収容局

中継局

専用市外
ノード局

ＩＳＰ

伝送装置

ＩＳＰ

ＩＳＭ：Ｉインタフェース加入者モジュール
　　　　(I-Interface Subscriber Module)
ＲＡＳ：リモートアクセスサーバ
　　　　(Remote Access Server)
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通信事業法施行規則の一部を改正する省令（平成１２年９月１
２日郵政省令第５３号））、 

（ロ）バックボーン部分のみを他事業者において利用できるためのル
ーティング伝送機能の細分化が、第一次答申を受けて、実現し
たこと（接続料規則の一部を改正する省令（平成１３年４月６
日総務省令第６０号）） 

により、それぞれの機能の接続料が設定されることで円滑な接続が期
待されるようになった。 

 
（２）ブラウザフォン用ネットワークのオープン化 
 

① また、平成１３年４月に所要の許可及び認可が行われたＬモードサー
ビスの提供に用いられる設備については、同年３月１６日に出された
当審議会の答申（平成１３年３月１６日情審通第６１号）で要望され
たネットワークのオープン化等の措置について総務省からＮＴＴ東
日本・西日本に宛てて指導文書「Ｌモードサービスに関して確保され
るべき事項について」（平成１３年４月１８日総基事第１６３号）が
発出された。40 

 
② 上記答申においては、「インターネット接続サービスにおける競争に
おいては、端末やポータルサイトといった形で利用者に提示されるコ
ンテンツへの「入り口」の位置付けが極めて大きな重要性を持つ」こ
と、「インターネット接続サービスにおける競争は、利用者がコンテ
ンツへアクセスし、情報検索をする「入り口」をいかに主導するかの
競争となっている」ことから、「ボトルネック性を持つ地域網を提供
する主体が同時にこの「入り口」をも一体的に提供する場合には、イ
ンターネット接続サービスにおける公正競争条件の確保のために、地
域網のボトルネック性からいかに「入り口」のオープン性を担保する
かという課題の解決が重要である」と総括された。 

 
③ その上で、同一端末から各事業者の設定するアクセスポイントへのア
クセスを確保するための措置41、ポータルサイトをＮＴＴ東日本・西

                                                   
40 これに対して、ＮＴＴ東日本・西日本から5月14日に総務省に報告（平成１３年５月１４

日東企画第01-33号、西サ開ネ第51号）がなされた。 
41 これについては、端末機においてアクセスポイントの選択性を確保するための措置として、
次の措置が要望された。 
「① Ｌモードダウンロードセンタにおいて、Ｌモード端末に対してＮＴＴ東西のアクセス

ポイント番号と同一の条件で、競争事業者がブラウザフォンサービス提供のために設置
するアクセスポイントの番号を他事業者からの請求に応じて速やかに付与できるよう
に措置すること 

② なお、①との関連で、 
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日本自身のポータルサイトと公平な条件で利用者が選択できるよう
にするための措置42等が求められた。 

 
 
 

                                                                                                                                                      
  ア 競争事業者がＬモード端末からアクセスできるアクセスポイントを設置し、その端

末を用いて、ＮＴＴ東西のＬモードサービスと同等のサービスを提供することがで
きるのに十分な技術条件を開示すること。 

  イ 上記の場合においてＬモード端末を共用プラットホームとするために、既に製造工
程にある端末を除き、Ｌメニューの内容に入る前の第１頁等においてＬモード、Ｌ
メニュー等に特化した表示を行わないよう検討すること。」 

42 これについては、ポータルサイト（メニュー画面）を選択させる画面の表示方法について
次の措置が要望された。 
「他事業者等の選択により第２頁又は第３頁画面において、他事業者等の設定するメニュー
画面の選択を速やかに可能とすること。 
 なお、第２頁において措置する場合には、選択の表示方法において、ＮＴＴ東西の設定す
るものと他事業者等の設定するものとの間で不公平とならないよう留意すること」 
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第７節 建物、管路、とう道、電柱等への設備の設置 
 
１ コロケーションの制度化 
 
（１）指定電気通信設備との接続にあたっては、接続事業者が多くの場合自らの

設備を、指定電気通信設備を設置する電気通信事業者の建物、管路、とう
道、電柱等へ設置すること（コロケーション）が必要となるため、接続の
円滑化のためにはその実現が適正な条件で図られる必要がある。 

 
（２）これについては、電気通信審議会答申「接続の基本的ルールの在り方につ

いて」（平成８年１２月）においてルール整備が提言され、43これを受けて
電気通信事業法の一部を改正する法律（平成９年６月２０日法律第９７
号）、電気通信事業法施行規則の一部を改正する省令（平成９年１１月１
３日郵政省令第８１号）により接続約款においてその条件を規定すること
とされた。 

                                                   
43 同答申においては、次のルールが提言された。 
「（ア）他事業者が不可欠設備上のポイントまで伝送路を設置するために必要な建物・管路・

電柱を提供すること 
 （イ）上記（ア）の建物の提供には、物理的コロケーション（他事業者が接続用設備を設

置）、仮想的コロケーション（特定事業者が接続用設備を設置）のいずれの提供も可
能とすること。」 
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２ コロケーションのルール整備 

 
（１）コロケーションにあたっては、その対象についてＮＴＴ（再編後はＮＴＴ

東日本・西日本）と接続事業者との間で争いがあり、基本的にＮＴＴ側の
判断ではなく、接続事業者側においてコロケーションが必要な装置である
か否かにより決するべきことが平成１１年８月に郵政省よりＮＴＴ東日
本・西日本に対して示された。44 

 
（２）更に、コロケーションの負担額についても争いがあり、平成１１年８月に

は、その実額を接続約款上明示することが決定され、45更に同年１０月に
は、建物、管路、とう道の場所を利用することに伴う負担額の算定は、再
調達価格ベースではなく、指定電気通信設備を設置する電気通信事業者が
利用者向け料金の算定において使用している正味固定資産価額を基礎と
した算定とすべきことが電気通信事業法施行規則の一部を改正する省令
（平成１１年１０月２９日郵政省令第９４号）により定められた。 

 
（３）その後、平成１１年１２月より実現した加入者回線の細分化等の進行によ

りコロケーションの需要が高まるに伴い、更なるルール整備の必要性が認
識され、平成１１年度の接続料の認可に際しての電気通信審議会答申（平
成１２年２月１８日郵通議第１２６号）において、郵政省に対して、「コ
ロケーションに際して、接続事業者が工事や保守を行うことに関して、そ
の手続等が円滑な接続のために重要であることに鑑み、これを接続約款に
おいて規定するようルールを整備すること」が要望された。 

 
（４）これを受けて電気通信事業法施行規則の一部を改正する省令（平成１２年

９月１３日郵政省令第５５号）では、次について接続約款に規定すべきこ
とが定められた。 
① コロケーションに関する手続（他事業者がコロケーション可能な空き

                                                   
44 ＮＴＴ東日本・西日本宛「接続料の算定に関する事項について」（平成１１年８月３１日
郵電業第１０１号）において、次のとおり求められた。 
「接続事業者がコロケーションを要望する装置が、接続約款に記載されるコロケーション条
件の対象となるか否かについては、接続事業者において技術的・経済的等による代替性の観
点からそれが必要であると判断されるか否かを基本として、合理的な範囲内で決すること。」 
45ＮＴＴ東日本・西日本宛「接続料の算定に関する事項について」（平成１１年８月３１日
郵電業第１０１号）において、次のとおり求められた。 
「コロケーションの料金については、例えば利用実績のあるビルに限定するなどの工夫をし
た上で接続約款に実額記載する等、明確な形で公表すること。」 
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スペースに関する情報の開示を受けるための手続、他事業者が指定電
気通信設備設置事業者に対しコロケーションを請求し回答を受ける手
続〔他事業者による当該請求に係る建物への立入りの手続を含む。〕、
他事業者が工事・保守を行う場合の手続、指定電気通信設置事業者が
工事・保守を行う場合に他事業者が立会う手続等を内容とする。） 

② コロケーションの請求からその実現までに要する標準的期間 
③ 他事業者のコロケーション設備について指定電気通信設備を設置する

第一種電気通信事業者が工事・保守を請け負う場合に他事業者が負担
すべき金額 

 
（５）また、平成１２年９月１９日、１１月２０日、１２月２１日には、意見招

請結果を踏まえた電気通信審議会答申による要望事項を受けて、郵政省よ
りＮＴＴ東日本・西日本に対して、①各通信用建物毎に空き場所があるか
どうかの情報を無償で事前開示すること、②コロケーションの場所は「役
務提供を阻害しない範囲内で最も低廉になる条件にあること」を基本とす
ること、③空き場所がないことを以ってコロケーションを拒否する場合に、
空き場所の有無の確認のための接続事業者の立入りを受け容れること、④
立会いを行う場合は最低限にすること、その他、合計３５項目のコロケー
ションの条件の改善に係る措置を求めた。46 

 
 

                                                   
46 ＮＴＴ東日本・西日本宛「通信用建物等への接続事業者の設備設置（コロケーション）等
に関して講ずべき措置について」（平成１２年９月１９日郵電業第３０７４号の２）、「『通
信用建物等への接続事業者の設備設置（コロケーション）等に関して講ずべき措置について』
及び『ＤＳＬ（デジタル加入者線）の普及促進及びＭＤＦ（主配線盤）等における接続につ
いて』に関して追加的に構ずべき措置について」（平成１２年１１月２０日郵電業第３１１
４号の２）及び「『通信用建物等への接続事業者の設備設置（コロケーション）等に関して
講ずべき措置について』に関して更に追加的に構ずべき措置について」（平成１２年１２月
２１日郵電業第３１３５号） 
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第８節 優先接続 
 
（１）優先接続は、電話サービスを利用する場合に、予め事業者を選択してＮＴ

Ｔ東日本・西日本に登録しておけば、当該事業者の事業者識別番号（００
ＸＹ等）のダイヤリングを省略して通話を可能とする仕組みである。これ
により、公正競争条件整備の観点からは、事業者識別番号のダイヤルが不
要であったＮＴＴグループ各社と事業者識別番号のダイヤルが必要であ
った他の事業者との間でダイヤリング手順における公平が図られると共
に、利用者にとっては、ダイヤリング手順の簡便化が実現されることにな
る。 

 
（２）これについては、電気通信審議会答申「日本電信電話株式会社の在り方に

ついて」（平成８年２月２９日）の提言を受けて、２つの研究会における
検討47と電気通信事業法施行規則の一部を改正する省令（平成１１年４月
２８日郵政省令第３８号）48による制度化、優先接続関係事業者間協議会
における協議を受けて、平成１３年５月１日より、次の１２事業者の参加
により開始された。 

 
① 東日本電信電話株式会社 
② 西日本電信電話株式会社 
③ エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社 
④ エムシーアイ・ワールドコム・ジャパン株式会社 
⑤ 九州通信ネットワーク株式会社 
⑥ グローバル ワン コミュニケーションズ株式会社 
⑦ ケーブル・アンド・ワイヤレス・アイディーシー株式会社 
⑧ ケイディーディーアイ株式会社 
⑨ 東京通信ネットワーク株式会社 
⑩ 日本テレコム株式会社 
⑪ ドイツテレコム・ジャパン株式会社 
⑫ フュージョン・コミュニケーションズ株式会社 

 

                                                   
47 郵政省において、「優先接続に関する研究会」（平成１０年３月から１１月）及び「優先
接続導入に関する研究会」（平成１１年から１２年）が開催され、検討が行われた。 
48 現在は接続料規則第４条において規定。 
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図表２４ 優先接続の実現方式 

 
 

一般優先接続（マイライン）

Ｘ事業者網
（００ＸＸ）

Ｙ事業者網
（００ＹＹ）

加入者
交換機

（優先登録＝Ｘ事業者）
登録された００ＸＸを
新たに付与し接続

「０Ａ～Ｊ」 「００ＹＹ＋０Ａ～Ｊ」

固定優先接続（マイラインプラス）

Ｘ事業者網
（００ＸＸ）

Ｙ事業者網
（００ＹＹ）

加入者
交換機

（優先登録＝Ｘ事業者）
登録された００ＸＸを
新たに付与し接続

「０Ａ～Ｊ」 「００ＹＹ＋０Ａ～Ｊ」

（優先登録＝Ｘ事業者）
登録された００ＸＸを、
新たな事業者選択先と
して設定し接続
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第９節 番号ポータビリティ 

 
（１）番号ポータビリティは、電話の利用者が加入している事業者を変更する際

に、これまでと同じ番号を変更後の事業者においても引き続き使用できる
ようにするものであり、事業者間の競争を促進し、利用者の利便性を増進
する方策として、電気通信審議会答申「接続の基本的ルールの在り方につ
いて」（平成８年１２月９日）によりその導入が提言され、２つの研究会
においてその実現方式及び費用負担について検討されてきた。49 

 
（２）固定の地域系の事業者間（例えば、ＣＡＴＶ電話会社やＴＴＮｅｔ等）に

ついて行う「一般番号ポータビリティ」については、２つの研究会の検討
結果を踏まえて、電気通信事業法施行規則の一部を改正する省令（平成１
１年８月６日郵政省令第６３号）50による制度化を受けて平成１３年３月
１６日に所要の接続約款変更の認可が行われた。 

 

                                                   
49 郵政省において、「番号ポータビリティの実現方式に関する研究会」（平成９年８月から
１０年５月）及び「番号ポータビリティの費用負担に関する研究会」（平成１０年９月から
１１年３月）が開催され、検討が行われた。検討結果を踏まえ、実現方式及び費用負担方式
について、ＮＴＴ東日本・西日本宛「番号ポータビリティの実現について」（平成１１年８
月６日郵電業第８３号）が発出された。 
50 現在は接続料規則第４条に規定。 
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図表２５ 「一般番号ポータビリティ」の実現方式 

 
① 第１段階方式（当面の間） 

 
 

② 第２段階方式（平成１４年末以降に移行） 

移転元事業者 移転先事業者

着信

DB

発信

発信事業者

加入者
交換機

中継
交換機

中継
交換機

中継
交換機

中継
交換機

加入者
交換機

加入者
交換機

オプション

①①①①

②②②②

③③③③

 

NTT地域

中継事業者

発信者

加入者ﾃﾞｰﾀ
(移行ﾘｽﾄ)
5359-1000
　 ↓
4444-YYYY
に変換

①5253-XXXXでﾙｰﾁﾝｸﾞ

②

移
転
先
事
業
者

(4444-YYYY)

④4444-YYYY
でﾙｰﾁﾝｸﾞ

④4444-YYYY
でﾙｰﾁﾝｸﾞ

③回線切戻し

加入者
交換機

中継
交換機

顧客シス
テム等
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（３）着信課金サービスを行う事業者間について行う「着信課金番号ポータビリ

ティ」については、上述の２つの研究会の検討結果を踏まえて、平成１３
年３月に実施された。同年５月現在、①東日本電信電話株式会社、②西日
本電信電話株式会社、③エヌ･ティ･ティ･コミュニケーションズ株式会社、
④ケイディーディーアイ株式会社、⑤日本テレコム株式会社の５社がこれ
を実現している。 

 
 

図表２６ 「着信課金番号ポータビリティ」の実現方式 

 
①②：発信事業者が、共通線信号網により移転先を示す情報をもつ移転元

事業者のＳＣＰへ問い合わせを行う。 
③④：①②で取得情報に基づき、発信事業者が、共通線信号網により着信

先を示す情報をもつ移転先事業者のＳＣＰへ問い合わせを行う。 
 

 

GC

GS

SCP SCP

GSＺC

信号網

信号網 信号網

発信事業者 ＮＴＴ東日本・西日本 着信事業者

移転元事業者（Ａ社） 移転先事業者
（Ｂ社）

発信 着信

移転先事業者で既存の接
続料を費用負担

通話路

SCP(Service Control Point):サービス制御局

① ② ③

④


